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第１章 総論 

第１節 総則                                                                   

第１ 計画策定の背景及び目的                                  

本市では、平成２６年８月豪雨災害や平成３０年７月豪雨災害により多大な被害が生じたほか、過去に

も多くの災害が生じている。今後、南海トラフ巨大地震等の発生も危惧されている中で、災害により発生

する災害廃棄物の適正かつ迅速な処理のためには、事前に対策を講じておくことが重要である。 

環境省では、全国各地で発生した災害に伴う廃棄物処理の経験を踏まえ、「災害廃棄物対策指針」（平成

２６年３月策定、平成３０年３月改定）（以下「環境省指針」という。）を策定し、市区町村における災害

廃棄物処理計画の策定を求めている。 

また、中国地方の１６県市で構成される災害廃棄物対策中国ブロック協議会では、平成３０年３月に

「大規模災害発生時における中国ブロック災害廃棄物対策行動計画」（以下「中国ブロック行動計画」と

いう。）を策定し、中国ブロックにおける連携方法等を示している。 

さらに、同月、広島県においても、「広島県災害廃棄物処理計画」（以下「県計画」という。）を策定し、

県内の災害廃棄物の処理方針等を示している。 

本市では、平成２７年１１月に、平成２６年８月豪雨災害の経験を踏まえ、主に土砂災害発生時の実動

マニュアルである「広島市災害廃棄物等処理マニュアル【環境局編】」を作成しているが、より総合的か

つ包括的な対策を講じるためには、地震災害への対応方法や広域連携の観点なども盛り込んだ計画の策

定が必要である。 

これらを踏まえ、本市においても、災害廃棄物の適正かつ迅速な処理を行い、もって市民の生活環境を

衛生的に保持し、速やかな復旧・復興を推進していくことを目的として、同マニュアルを統合する形で

「広島市災害廃棄物処理計画」（以下「本計画」という。）を策定する。 

 

 

 

 

平成 26年 3月 環境省指針 策定 

（旧震災廃棄物対策指針及び水害廃棄物対策指針を統合） 

平成 27年 8月 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137号）（以下「廃棄

物処理法」という。）及び災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号） 改正

（災害廃棄物の処理に係る特例制度など） 

平成 27年 11月 大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針（環境省） 策定 

平成 28年 1月 

 

平成 30年 3月 

廃棄物の減量その他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画的な推進

を図るための基本的な方針（環境省） 変更 

環境省指針 改定 

中国ブロック行動計画 策定 

県計画 策定 

（参考） 関係法令、国指針等の改正等の状況 
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第２ 計画の位置付け 

本計画は、環境省指針に基づき、中国ブロック行動計画や県計画など関連計画との整合を図りつつ、本

市地域防災計画を補完するものとして策定する。 

なお、災害発生時には、本計画を基に、実際の被害状況等を踏まえた災害廃棄物処理実行計画を作成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 災害時の廃棄物対策に係る計画・指針等関係図 

災害廃棄物対策中国ブロック協議会等 

平時から広域での連携・協力関係を構築 

災害対策基本法（復興段階では大規模災害復興法） 

環境省防災業務計画 

防災基本計画（復興段階では復興基本方針） 基本方針、 
廃棄物処理施設整備計画 

廃棄物処理法 

環境省指針（H26.3 策定、H30.3改定） 

【通常の災害】 

・ 災害廃棄物処理計画に 

盛り込むべき事項を提示 

 

 

 

・ 各主体が備えるべき大規模地震特

有の事項 

・ 地域ブロックにおける対策行動計画

策定の指針 等 

大規模災害発生時における災害廃

棄物対策行動指針(H27.11) 

第４次広島県廃棄物処理計画 広島県地域防災計画 

県計画（Ｈ30.3） 

広島市一般廃棄物処理基本計画 広島市地域防災計画 

本計画（R1年度策定） 

○○災害における 

災害廃棄物処理指針 

○○災害における広島県  

災害廃棄物処理実行計画 

○ 広島市 

本欄は 
災害発生後に 
策定する計画 

○ 広島県 

大規模災害発生！ 

○ 中国ブロック 

 

 
 

・ 大規模災害の発生が予想される地域を含む 

地域ブロックごとに策定 

○○災害における広島市  

災害廃棄物処理実行計画 

大規模災害発生時における中国ブロック

災害廃棄物対策行動計画（H30.3） 
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第３ 広島市の地域特性 

１ 地形・地勢・気候等の自然的条件 

本市は、広島県の西部に位置し、広島湾に面している。市域は、東西が約４７ｋｍ、南北が約３５ｋ

ｍで、面積は約９０７ｋｍ2である。 

市域内の平地の大部分は、太田川流域に形成された沖積平野から成る。また、平和大通り付近から広

島湾の範囲は干拓や埋立てによって人工的に陸化された地形であり、地盤が海水面より低い「ゼロメー

トル地帯」が存在する。また、これとは独立して、市東部の府中大川流域や瀬野川河口付近、西部の八

幡川河口付近にも低地が開けており、現在では埋立て等に伴い連続性を有した平地となっている。 

これらの平地を取り囲む形で広範囲に山地・丘陵地が広がり、北部、東部、西部には標高６００ｍ以

上の山岳も多く存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 本市域と行政区域図 

 

地質は、旧市域の市街地の大半が軟弱な地層である沖積層であり、周辺の山地丘陵地の多くは花崗
こう

岩

類からなっている。 

気候は、温暖で降水量が少ない、いわゆる瀬戸内気候区に属している。これは冬の季節風は中国山地

に、夏の季節風は四国山地に遮られているという地理的条件によるものである。降水量は、南に豊後水

道が開けている影響で、夏には南寄りの風が多雨をもたらすことがある。また、特に被害を与えるよう

な強い風はほとんど台風によるもので、その時の風向は南又は北が多くなっている。 

自然災害において、まず、台風に関しては、本市は台風常襲地帯として指定されている。 

水害に関しては、浸水想定区域が指定されるとともに、浸水した場合に想定される水深も公表されて

いる。 

土砂災害に関しては、広島県知事により平成１５年３月３１日に全国で初めて土砂災害警戒区域が

指定され、以降順次指定されている。 
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２ 都市的条件 

本市の人口は、令和元年６月末現在で、約１１９万人であり、行政区別の人口は、安佐南区が約２４

万人と最も多い。また、面積１ｋｍ2当たりの人口密度は約１,３００人であり、中区、東区、南区、西

区のデルタ市街地は、周辺部に比べ約６.５倍の人口密度を示している。これに加え、昼間の流入人口

を考慮すれば、災害による人的被害の危険性が中心部に集中している。 

市域における建築物の用途別分布状況をみると、住居系、商業系の建築物の半数が中心部に、工業系

の建築物がその周辺に集積しているが、近年各用途とも分散傾向にある。また、中高層建築物（４階建

て以上）の大半はデルタ市街地に集中している。 

 

第４ 対象とする災害と廃棄物 

１ 対象とする災害 

本計画で対象とする災害は、災害廃棄物が多量に発生する災害である、地震災害と風水害とする。 

地震災害は、本市地域防災計画において想定している地震のうち、災害廃棄物発生量が最も多く見込

まれている「南海トラフ巨大地震」を対象とする。 

風水害は、本市地域防災計画において想定している風水害のうち、県計画でも対象とされている「大

雨による土石流・がけ崩れ等」（土砂災害）及び「洪水による浸水（太田川、瀬野川、八幡川）」（水害）

を対象とする。 

なお、その他の自然災害により発生した災害廃棄物についても、本計画に準じて処理することを基本

とする。 
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２ 対象とする廃棄物 

 ⑴ 対象とする廃棄物 

本計画で対象とする廃棄物は、主に、建物被害や津波、土石流等により発生した災害廃棄物、避難

所から発生する避難所ごみ及びし尿とする。 

 

表 1-1 災害により発生する廃棄物 

種 類 内 容 

災

害

廃

棄

物 

可燃物 繊維くず、紙くず、細かい木くず、廃プラスチック類などの可燃物 

腐敗性廃棄物 被災家屋から排出される食品など 

畳、布団 被災家屋から排出される畳・布団 

木くず 木製家具・はり・壁材・柱角材などの廃木材、流木 

コンクリートがら等 コンクリート片、アスファルトがらなど 

金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 

不燃物 かわら、レンガ、陶磁器、ガラス、再生利用の難しい細かいコンクリートくずなど 

廃家電（４品目） 家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥機、エアコン、冷蔵庫・冷凍庫） 

小型家電、その他家電 小型家電等の家電４品目以外の家電製品 

有害廃棄物、危険物 

石綿含有廃棄物、廃石綿等（吹付け石綿、石綿を含む保温剤等）、ＰＣＢ廃

棄物、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・ＣＣＡ・テトラクロロエチレン、医薬

品類、農薬類などの有害廃棄物、太陽光発電設備や蓄電池、消火器、ガス

ボンベ、廃油などの危険物 

廃自動車等 自動車、自動二輪、原動機付自転車、船舶など 

処理困難物 
ピアノ、マットレス、漁網、金庫、石こうボードなど本市の施設では処理が困難

なもの 

混合廃棄物 
複数種類の災害廃棄物が混合状態となり、簡単な選別作業では分別できな

いもの（土砂等と廃棄物が混ざったものを含む。）※。 

津波堆積物 
海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積したものや陸上に

存在していた農地土壌等が津波に巻き込まれたもの 

避難所ごみ 避難所から排出されるごみ 

し尿 仮設トイレ等からのくみ取りし尿等 

※ 混合廃棄物については、選別により土砂等と廃棄物に区分できるまでの間、総体を廃棄物として取り扱う。 

※ 選別後の土砂及び岩石については、廃棄物処理法上の廃棄物には該当しない。 
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   表 1-2 排出形態の違いによる区分 

区 分 内 容 

撤去ごみ 
倒壊・流失等によりがれき状態になった建物及び解体廃棄物、土砂と廃棄物

が混ざった混合廃棄物、津波堆積物など、撤去が必要な廃棄物 

片付けごみ 被災家屋の片付け等に伴い、被災者等により排出される廃棄物 

 

表 1-3 発生量の推計方法の違いによる区分 

区 分 内 容 

建物被害による廃棄物 
全壊・半壊・床上浸水・床下浸水・焼失などの建物被害棟数等から発生量を

推計する廃棄物。撤去ごみと片付けごみに大別される。 

津波堆積物 津波浸水面積等から発生量を推計する廃棄物 

避難所ごみ 避難者数及び 1人 1日当たりごみ排出量から発生量を推計する廃棄物 

し尿 避難者数及び 1人 1日当たりし尿排出量から発生量を推計する廃棄物 

 

 

 ⑵ 事業所における廃棄物 

事業所から発生する廃棄物については、原則として、事業者自らの責任において適正に処理す

る。 

ただし、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に規定する中小企業者の事業所又

は事業所から発生した廃棄物であって、生活環境の保全上特に必要があると認められたものについ

ては、本市による解体撤去、収集運搬及び処分を行う。 

なお、事業所に堆積した土砂、岩石、流木であって、堆積土砂排除事業（「第２章第１節第８の

２ 処理事業費」（ｐ.３２）を参照）が活用できる場合には、公益上の支障について判断した上

で、本市において撤去を行う。 

 

 ⑶ 公共施設等における廃棄物 

道路、河川、公園、学校、医療施設などの公共施設や港湾、海岸などにおいて発生した災害廃棄物

については、原則として、各管理者が処理する。 
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第２節 平時の備え                                                               

第１ 廃棄物処理施設の災害対策                                  

１ 本市の廃棄物処理施設 

平成３１年４月現在、本市には、焼却施設が３施設、最終処分場が１施設、その他資源ごみ等選別施

設や大型ごみ破砕処理施設などの中間処理施設が５施設ある。 

発災後、当該施設は、通常の生活ごみの処理を継続しつつ、災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処分

するための拠点となる。特に、焼却施設については、大規模な災害時にも稼働を確保することで自立分

散型の電力供給や熱供給等ができるため、住民等による自主避難場所としての機能も期待される。 

災害により施設自体が被災する可能性もあることから、できる限り被害が少なくなるよう、適切な整

備に努めるとともに、被害を受けた場合においても早期に施設を稼働できるよう、対策を講じておく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3 本市の廃棄物処理施設の位置図 

 

表 1-4 焼却施設の基本情報 

施設名 所在地 稼働時期 処理能力 

中工場 中区南吉島 ① 平成 16年 4月 600t/24ｈ (200t×3炉) 

南工場 南区東雲 ② 昭和 63年 6月 300t/24ｈ (150t×2炉) 

安佐南工場 安佐南区伴北 ③ 平成 25年 4月 400t/24ｈ (200t×2炉) 

※ 安佐北工場（安佐北区可部町）については、平成 31年 3月末に稼働を停止したが、南工場の建替え期間（令

和 5年度～令和 9年度の 5年間）の間、100ｔ×1炉を再稼働予定         

（平成 31年 4月 1日現在） 

佐伯区 

西区 
中区 

安芸区 

東区 

安佐南区 

安佐北区 

府中町 

南区 

3 

1 

2 

安芸区 

南区 

4 
5 

７ 

６ 
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表 1-5 最終処分場の基本情報 

施設名 所在地 受入予定時期 計画容量 

玖谷埋立地 安佐北区安佐町 ④ 平成 2年 4月～令和 4年度初頭 約 350万 m3 

恵下埋立地（仮称）【整備中】 佐伯区湯来町 ⑤ 令和 4年度初頭～（30年間） 約 160万 m3 

（平成 31年 4月 1日現在） 

 

  表 1-6 中間処理施設の基本情報 

区分 施設名 所在地 稼働時期 処理能力 

資源ごみ等 

選別施設 

西部リサイクルプラザ 
西区商工センター ⑥ 

平成9年1月  90t/7ｈ 

ペットボトル選別施設 平成10年4月 4.6t/7ｈ 

北部資源選別センター 安佐北区安佐町 ⑦ 平成25年4月  70t/7ｈ 

大型ごみ 

破砕処理施設 

安佐南工場 

大型ごみ破砕処理施設 

安佐南区伴北 

(安佐南工場に併設) 
③ 平成4年4月 100t/5ｈ 

植木せん定枝 

再生処理施設 

植木せん定枝 

リサイクルセンター 

安佐北区安佐町 

(玖谷埋立地敷地内) 
④ 平成11年4月 25t/5ｈ 

（平成 31年 4月 1日現在） 

 

２ 廃棄物処理施設に関する災害対策 

⑴ 廃棄物処理施設の強靭化等 

廃棄物処理施設においては、耐震化、不燃堅牢化、液状化対策、浸水対策、非常用自家発電設備等

の整備や断水時に機器冷却水等に利用するための水の確保など災害対策を講じる。  

既存の施設については耐震診断を実施し、施設を新設する場合は、「ごみ処理施設整備の計画・設

計要領２０１７改訂版」（平成２９年５月、（公社）全国都市清掃会議）などを参考として、耐震性・

浸水対策等に配慮する｡  

また、施設に被害がない場合であっても、水道等ライフラインの断絶により稼働が困難になる場合

があるため、施設へのライフラインの耐震性の向上や予備冷却水の確保、焼却施設の運転に必要な燃

料などの確保、再稼働時に必要な非常用発電機の設置等を行う。  

さらに、津波ハザードマップや洪水ハザードマップにより施設の被害を想定し、次のような浸水対

策を行う。 

① 水の浸入を防ぐための地盤の計画的なかさ上げや防水壁の設置等の浸水対策工事  

② 浸水対策工事ができない場合の応急対策として、土のう、排水ポンプの準備  

③ 受変電設備及び非常用発電機の高位置への変更  

④ 薬品・危険物類の流出防止のための保管状況の点検、保管場所の変更 、防液堤のかさ上げ 

⑤ 収集運搬車両の駐車場のかさ上げ又は気象情報等による収集運搬車両の事前避難  

⑥ 地下の水槽やポンプ類に関する予備品や代替装置の保管などを含めた浸水対策  
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なお、中工場及び安佐南工場においては、災害発生後、停電になっても焼却炉１炉を立ち上げるこ

とができる能力を有する非常用発電機を設置している。１炉立ち上げ後は、ごみ焼却の余熱を利用し

て発電し、全ての焼却炉での焼却が可能となるシステムを導入しており、自立分散型の電力供給や熱

供給等が可能となるよう整備している。 

また、プラントの稼働に必要な上水や薬品等についても、これまで発生した大規模な災害の復旧状

況を考慮し、最大７日間の継続稼働が可能な保管容量を整備している。 

 

⑵ 復旧体制等の整備 

施設の復旧等に必要な資機材を備蓄するとともに、施設における災害時の人員計画、連絡体制、被

災した場合の復旧対策などについてあらかじめ定めておく。  

 

第２ 仮置場候補地の選定 

被災地の早期復旧のためには、災害廃棄物を速やかに撤去する必要がある。被災地から撤去した災害廃

棄物は、処分先へ搬出するまでの間、仮置場において一時的に仮置きする。 

発災後は、速やかに仮置場を設置する必要があることから、平時に、仮置場として利用可能な候補地を

選定しておく。 

 

１ 仮置場の定義 

被災地から撤去した災害廃棄物を搬入し一時的に仮置きする場所として市が設置したものについて

は、全て「一次仮置場」として取り扱う。 

住宅地など被災地の近隣に設置した一次仮置場については、早期の撤去が求められることから、必要

に応じて「二次仮置場」を設置して一次仮置場の災害廃棄物を集積し、長期にわたる仮置きを行う。 

なお、廃棄物処理法上の一般廃棄物処理に該当する行為（簡単な手選別等には当たらない破砕・高度

な選別等）を行う場所は、「中間処理施設」とする。 

 

   表 1-7 仮置場の定義 

仮置場 概 要 

一次仮置場 
被災地から災害廃棄物を搬入し、一時的に仮置きする場所は、全て「一

次仮置場」とする。 

二次仮置場 
他の仮置場から災害廃棄物を集積し、長期にわたり仮置きを行う場所は、

「二次仮置場」とする。 

（参考） 廃棄物処理法上の一般廃棄物処理に該当する行為（簡単な手選別等には当たらない破砕・高度な

選別等）を行う場所は、「中間処理施設」とする。 
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２ 仮置場候補地の選定 

道路や宅地からの災害廃棄物の撤去、片付けごみの仮置き及び二次仮置場の設置等を想定して、平時

に仮置場候補地を選定する。 

具体的には、財政局管財課の保有する市有地リスト等を基に、表１－８の「仮置場評価表」の選定条

件を総合的に勘案し、災害廃棄物の撤去・収集を担当する部署（表２－１（ｐ.１４）参照）、環境局環

境政策課及び土地の管理者で連携して、候補地を選定する。 

なお、本市地域防災計画において候補地とされている仮置場は、次のとおりである。 

 

 

 

 

表 1-8 仮置場評価表 

項 目 条 件 

所有者 
公有地（市有地、県有地、国有地）である。 

（民有地の場合）地権者の数が少ない。 

生活環境への影響 周辺住民の生活環境への影響が少ない。 

周辺の土地利用 

周辺が住宅地ではない。 

周辺に病院、福祉施設、学校等がない。 

企業活動や漁業等の住民の生業の妨げにならない。 

土地利用の規制 法律等により土地の利用が規制されていない。 

土地の形状 
起伏のない平坦地である。 

変則形状の土地ではない。 

土地の基盤整備の状況 

地盤が硬い。 

アスファルト敷きである。 

暗きょ排水管が存在していない。 

設備 
消火用の水が確保できる。 

電力が確保できる。 

面積 面積が十分にある（二次仮置場は１２ｈa以上が望ましい。）。 

道路幅 大型車両が幹線道路等から仮置場まで通行できる道路幅である。 

輸送ルート 

高速道路のインターチェンジから近い。 

緊急輸送路に近い。 

鉄道貨物駅、港湾が近くにある。 

被災考慮 各種災害（津波、洪水、土石流等）のハザードエリアではない。 

立地条件 河川敷ではない。 

被災地との距離 被災地の近くにある。 

仮置場の配置 仮置場の偏在が避けられ、分散して配置できる。 

地域防災計画での位置付け 地域防災計画で応急仮設住宅、避難所等に指定されていない。 

  （これらは必須条件ではなく、各条件に照らし総合的に勘案して選定する。） 

西区竜王公園、安佐南区広島広域公園、安佐北区可部運動公園、 

安芸区瀬野川公園、佐伯区佐伯運動公園 
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第３ 有害物質及び危険物の管理・対策 

１ 有害物質及び危険物の使用・保管状況等の把握 

有害物質や危険物については、流出等の有無について発災後速やかに調査を行い、対応方針を検討す

る必要がある。 

このため、平時から、関係法令による届出等を基に、各担当課において有害物質や危険物に係る事

業場の立地状況や使用状況等を把握しておく。 

 

２ 有害物質及び危険物が流出等した場合の対応 

有害物質や危険物が流出等した場合は、「広島市危機管理計画」（平成２９年４月、広島市）に基づく

「事件・事故等対応マニュアル」に沿って対応し、生じた廃棄物は性状に応じて適正に処理する。  

 

第４ 職員への教育訓練 

発災後、速やかに災害廃棄物を処理するためには、職員の災害対応能力の維持・向上を図る必要があ

る。 

このため、平時から災害時の廃棄物処理に関する情報を積極的に収集するとともに、「災害廃棄物に関

する研修ガイドブック」（平成２９年３月～平成３０年７月、国立研究開発法人国立環境研究所）を参考

として、本市職員の教育訓練等を定期的に行う。 

 

第５ 計画の見直し 

本計画は、環境局環境政策課において毎年検討を加え、必要があると認めるときはこれを修正する。 

庁内関係部署は、本計画を修正する必要があると考えるときは、随時、環境局環境政策課に報告する。 

また、次のような場合にも随時見直しを行う。 

・ 法令や国の関連指針、地域防災計画、廃棄物処理計画など、上位計画等の変更があり、見直しが必

要となったとき。 

・ 被害想定等重要な前提条件に変更があったとき。 

・ 実際の災害対応や訓練を踏まえた検証の結果、改善すべき点が認められたとき。 

・ その他、特に見直しが必要となったとき。
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第２章 災害廃棄物対策 

第 1 節 基本的事項                                                                

第１ 処理方針                                  

災害廃棄物の処理に当たっては、作業の安全性を十分に確保するとともに、生活環境の保全及び地域復

旧等の観点から、迅速かつ計画的に処理を進めることが重要となる。 

また、環境負荷の低減、資源の有効活用の観点から、可能な限り分別を行い、再資源化を推進するとと

もに、最終処分量の低減に努める必要がある。 

これらのことから、災害廃棄物の処理に関する基本方針を、次のように定める。 

 

① 安全性の確保 

災害廃棄物の処理に当たっては、現場作業の安全性を十分に確保する。 

② 衛生的な処理 

公衆衛生の確保のため、災害廃棄物の腐敗・悪臭の防止などに努める。 

③ 迅速な処理 

生活環境の保全及び地域復旧の観点から、迅速な処理を行う。 

④ 計画的な処理 

大量に発生する災害廃棄物に対応するため、仮置場の適正配置や有効な処理施設の運用

により、計画的な処理を行う。 

⑤ 環境に配慮した処理 

周辺の生活環境に十分配慮した処理を行う。 

⑥ 再資源化の推進 

排出の段階から災害廃棄物を可能な限り分別し、再資源化の推進と最終処分量の低減を

図る。 

 

 

 

第２ 処理期間 

災害廃棄物の処理期間は、被災地における早期の復旧を図るためにも、最長でも３年以内の処理完了を

基本とする。このため、被災現場、一次仮置場、二次仮置場からの災害廃棄物の撤去を、それぞれ１年以

内、２年以内、３年以内に完了することを目指す。 

ただし、災害廃棄物の発生状況等を踏まえて、発災後に適切な処理期間を設定する。 
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第３ 組織体制、指揮命令系統 

１ 組織体制、指揮命令系統 

災害が発生した際には、本市地域防災計画の設置基準に基づき、市長を本部長とする災害対策本部が

設置される。災害時、各局は、災害対策本部の分掌事務に沿って事務を行うことになるが、災害廃棄物

の処理に関する詳細な組織体制については、本計画に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 災害対策本部の組織図 

 

 ⑴ 庁内の業務分担 

災害廃棄物処理に関する庁内の業務分担は、原則、次表のとおりとする。ただし、詳細な部分につ

いては、発災後に、災害の規模や被災状況等を踏まえ、関係部署で協議して決定する。  

本部事務局 

（各局等） 

市防災会議 

区災害対策本部 

本部員会議 

本部長（市長） 

副本部長（副市長） 

本部員（各局長等） 

必
要
な
指
示 

危機管理室 

企画総務局 

財 政 局 

市 民 局 

健康福祉局 

こども未来局 

環 境 局 

経済観光局 

都市整備局 

道路交通局 

下 水 道 局 

各 課 

 

消 防 局 各 課 

 
水 道 局 各 課 

 
教育委員会事務局 各 課 

 
議会事務局 各 課 

 
市選挙委員会事務局 

人事委員会事務局 

監査事務局 

農業委員会事務局 

 

会計室 

市災害対策本部 
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表 2-1 災害廃棄物処理に関する庁内の業務分担 

業務区分 業務内容 担当課 

総合調整 
・ 災害廃棄物処理に関する総合調整 

・ 環境省所管の災害関連補助事業に関する申請手続 
環境局環境政策課 

損壊家屋等の 

解体・撤去 
・ 解体が必要となった損壊家屋等の解体及び撤去※1※2 

環境局環境政策課 

下水道局河川防災課 

災 

害 

廃 

棄 

物 

の 

撤 

去 

・ 

収 

集 

民

有

地 

宅 地 ・ 宅地に堆積した撤去ごみの撤去※1※3 
環境局環境政策課 

下水道局河川防災課 

農 地 ・ 農地や農業用施設に堆積した撤去ごみの撤去※4 
経済観光局農林整備課 

（被災区農林課又は維持管理課） 

片付け 

ごみ 
・ 被災地において排出された片付けごみの収集※5 環境局業務第一課 

公

共

施

設

等 

道 路 ・ 道路啓開に伴う撤去ごみの撤去 
道路交通局道路課 

（被災区維持管理課） 

施設等 
・ 河川、公園、学校、医療施設、港湾、海外等からの災

害廃棄物の撤去※6 
各管理者 

仮置場の設置 

及び管理運営 

・ 被災地から撤去された災害廃棄物の仮置きを行う仮

置場の設置※7 

・ 仮置場の管理運営（粗選別を含む。）及び原状復旧 

・ 二次仮置場を設置する場合の一次仮置場からの転送 

仮置場を設置した部署 

災

害

廃

棄

物

の

処

理 

仮置場の災

害廃棄物の

処理 

・ 仮置場で仮置きした災害廃棄物の処理※8 環境局環境政策課 

片付けごみ

の処理 
・ 本市廃棄物処理施設における片付けごみの処理 環境局施設課 

※1 損壊家屋等の解体や撤去ごみの撤去に必要な建築、土木の技術職員を庁内から集めて組織体制を構築す

る。 

※2 土砂災害が発生した区域の損壊家屋の解体・撤去については、緊急特例期間の間は宅地からの撤去ごみの

撤去と一体的に行った方が効率的であると考えられるため、下水道局河川防災課において実施し、緊急特例期

間が終了した後に環境局環境政策課に事務を移管する。 

※3 土砂災害が発生した区域の撤去ごみについては、下水道局河川防災課において対応する。 

※4 宅地からの撤去と一体的に行う必要がある場合には、関係部署間で連携する。 

※5 水害などにより多量の片付けごみが排出された場合には、仮置場を設けることを検討する。 

※6 民有地や道路からの撤去等と一体的に行う必要がある場合には、関係部署間で調整する。 

※7 災害廃棄物の撤去・収集、処理を担当する部署において、それぞれ必要に応じて仮置場を設置する。 

※8 災害廃棄物の撤去・収集を担当する部署で引き続き処理を行うことにより、円滑かつ効率的に処理が行えると

考えられる場合は、当該部署が引き続き処理を行うことを検討する。   
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⑵ 特別清掃対策部の組織体制、指揮命令系統 

災害対策本部が設置され本部長が必要と認めたとき又は災害対策本部が設置されないまでも一般

廃棄物処理計画では十分に対応できない場合で環境局長が特に必要と認めたときには、環境局内に

特別清掃対策部を設置し、災害廃棄物の処理体制を整える。 

特別清掃対策部には、基本体制として、「連絡調整班」、「ごみ収集班」、「ごみ処理班」、「し尿収集

処理班」、「環境対策・指導班」を置き、さらに、特別清掃対策部長が特に必要と認めた場合には、特

別体制として「災害廃棄物処理班」を置く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 特別清掃対策部（環境局）の組織体制 

特別清掃対策部長 

（環境局長） 

災害対策本部長 

（市長） 

連絡調整班 

○局内の連絡調整 

○対外交渉 

・ 局内の要員に係る調整 

・ 災害情報等の局内の伝達、連絡調整 

・ 被害状況等の取りまとめ及び報告 

・ 他自治体への支援要請及び支援の受入対応 

●環境政策課 

 

ごみ処理班 

○本市廃棄物処理

施設における生活ご

み、避難所ごみ及び

災害廃棄物の処分 

・ 施設の防護、被害状況の調査及び復旧 

・ ごみの処分 

・ ごみ処理計画の作成 

●施設課 

工務課 

各工場 

 

 

 

ごみ収集班 

○生活ごみ、避難所

ごみ及び片付けご

みの収集 

・ ごみ収集のための資機材等の整備 

・ ごみ収集計画の作成 

・ ごみの排出指導 

・ ごみの収集等に関する広報の総括 

・ 協定に基づく応援要請（ごみ収集運搬） 

●業務第一課 

各環境事業所 

 

〔 

基 

本 

体 

制 

〕 
し尿収集処理班 

○し尿の収集及び処

分 

・ し尿処理計画の作成 

・ し尿処理作業の指導、収集車両の配車 

・ 仮設トイレの設置 

・ 協定に基づく応援要請（し尿収集・処分） 

●業務第二課 

 

 
環境対策・指導班 

○環境対策 

○事業者指導 

・ 災害による環境汚染の情報収集、調査 

・ 所管施設の被害状況の調査及び取りまとめ 

・ 事業者への指導 

●環境保全課 

産業廃棄物指導課 

業務第一課 

 

 災害廃棄物処理班 

○総合調整 

○実行計画策定 

○災害廃棄物処理 

・ 災害廃棄物処理の総合調整、進行管理 

・ 災害廃棄物処理実行計画の作成 

・ 損壊家屋等の解体・撤去 

・ 宅地からの撤去ごみの撤去（土砂災害を除く。） 

・ 災害廃棄物の処理 

・ 協定に基づく応援要請（災害廃棄物処理） 

・ 環境省所管の災害関連補助事業の申請手続 

●環境政策課 

（環境政策課内に組

織を設置※） 

 

 

〔 

特 

別 

体 

制 

〕 ※ 損壊家屋等の解体や撤去ごみの撤去に必要な建築、土木の技術職員を庁内から集めて組織体
制を構築する。 

 

（●班長） 
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２ 本市の人員及び保有資機材 

 ⑴ 本市の人員体制 

  ア 必要人員 

「大規模地震発災時の業務継続計画」（平成２７年３月、広島市）では、局等（区役所を除く。）

における災害時の非常時優先業務（応急業務＋通常業務）を行うのに必要な人員は、発災後３時間

以内で３,１０９人、発災後１日以内で３,６６１人、発災後３日以内で３,９９７人、発災後２週

間以内で４,８６５人とされている。 

 

表 2-2 非常時優先業務の必要人員（局等） 

 

出典：「大規模地震発災時の業務継続計画」（平成 27年 3月、広島市） 
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  表 2-3 （参考）平成 30年 7月豪雨災害における民有地内土砂等撤去班の人員体制 

班 名 主な業務内容 
ピーク時人数（平成 30年 8月現在） 

 内訳 

家屋撤去調査班 
・損壊家屋等の解体撤去に係る同意確認 

・権利関係の確認（法務局等） 
24人 土木 24 人 

受付班 
・申請の受付 

・所有者への連絡 
9人 土木 8人 事務 1人 

情報処理班 
・施工箇所のリストアップ、図面化 

・固定評価情報の確認 
4人 

事務 2人 土木 1人 

機械 1人 

現場班 ・施工 29人 

土木 24 人 電気 2人 

機械 1人 化学 1人 

造園 1人 

合 計 66人 

土木 57 人 事務 3人 

電気 2人 機械 2人 

化学 1人 造園 1人 

   

  イ 職員の参集想定 

「大規模地震発災時の業務継続計画」（平成２７年３月、広島市）では、職員の参集率も想定さ

れているが、勤務時間外に大規模地震が発生した場合には、局等（区役所を除く。）において、発

災後３時間で２,９８７人、１日で３,２９７人が参集することが想定されている。 

 

⑵ 廃棄物処理に関する保有資機材 

廃棄物処理に関する保有資機材（車両）として、本市では、ごみ収集のためのパッカー車及びダン

プ車、ごみ埋立てのためのダンプ車、し尿運搬のためのタンクローリー車を保有している。 

災害発生時には、これらの車両に限らず、重機、破砕機などの調達が困難となるおそれがあるた

め、必要な機材については、機器の更新の際に災害時にも使用することを想定して調達する。 
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 表 2-4 廃棄物処理に関する本市の保有資機材 

区 分 車 種 積載量 保有台数（台） 

ごみ収集 パッカー車 2ｔ 67 

ダンプ車 2ｔ 6 

1ｔ 18 

軽ダンプ車 13 

2.5ｔクレーン 1 

小 計 105 

ごみ埋立て ダンプ車 9.2ｔ 1 

9ｔ 1 

4ｔ 2 

1ｔ 1 

散水車 2 

小 計 7 

し尿運搬 タンクローリー車 1.8kℓ 5 

（平成 30年 4月 1日現在） 

 

３ 必要な人員、資機材が不足する場合の対応 

 ⑴ 支援協定の活用 

職員が参集できず、又は災害対策本部への動員等により人員が不足する場合や、収集車両の被災、

仮置場又は処分場へ運搬するために必要な重機・トラック等の資機材が不足する場合には、平時に締

結している協定等に基づき、他自治体や民間事業者へ支援を要請する（「本節第５ 協力・支援体制」

（ｐ.２１）を参照）。 

 

 ⑵ 県及び国等への要請 

支援協定等に基づく他自治体への支援要請の他に、県や国、中国ブロックへ支援要請を行う方法も

ある（「本節第５の５ 広域連携」（ｐ.２３）を参照）。 

人員の派遣・調整を要請する場合には、県を通して、必要とする人員の詳細（従事する業務、人数、

派遣期間等）を連絡する。その際、必要に応じて、東日本大震災や熊本地震等過去の災害で災害廃棄

物処理を経験した他自治体等職員をアドバイザーとして要請する。 

また、専門的な技術・知見等の支援が必要な場合には、国が構築した人的な支援ネットワークであ

るＤ．Ｗａｓｔｅ－Ｎｅｔ（災害廃棄物処理支援ネットワーク）も活用する。 
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図 2-3 D.Waste-Netの災害時の支援の仕組み 

出典：環境省 HP（http://kouikishori.env.go.jp/action/d_waste_net/） 

 

４ 施設が被災した場合等の対応 

本市の廃棄物処理施設が被災した場合、又は道路の寸断等により施設への搬入が困難となった場合

には、公衆衛生の確保のため、生活ごみも含めた搬入先を迅速に確保する必要がある。 

まずは、県を通じて近隣市町への受入れを要請するとともに、民間の焼却施設（一般廃棄物処理施設

の設置許可が必要）を活用して、通常の生活ごみ及び避難所ごみのうち、可燃ごみを優先して処理す

る。 

また、ある程度の期間保管しても衛生上の問題が生じないと考えられる不燃ごみ等については、施設

等が復旧するまでの間、市有地等で保管する。 

なお、片付けごみについては、生活ごみ及び避難所ごみの処理を優先するため、施設等が復旧するま

での間、仮置場を設けて保管を行う。 

 

第４ 情報の収集と連絡 

１ 収集する情報と連絡手段 

 ⑴ 収集する情報 

災害時に収集すべき情報を次表に示す。 

災害廃棄物に関する情報を一元化し、迅速かつ的確に処理を実施するため、これらの情報は、環境

局環境政策課に集約する。 

また、有害物質等の流出等の状況や障害物の除去先など、自衛隊、警察及び消防へ情報提供すべき

と考えられる事項については、災害対策本部を通じて連絡を行う。 

なお、時間の経過とともに被害状況が明らかになるため、定期的な情報収集を行い、正確な情報の

把握に努める。 
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表 2-5 収集すべき情報 

区   分 情 報 収 集 項 目 情報収集所属 

人的・物的被害状況 ・ 人的被害、建物被害の状況 市災害対策本部 

施設・インフラの被災状況 

・ 庁舎の被災状況 

・ 上水道及び施設の被災状況 

・ 断水の状況と復旧の見通し 

・ 下水道及び施設の被災状況 

・ 道路・橋りょうの被災状況と開通見通し 

市災害対策本部 

・ 市廃棄物処理施設の被災状況 
環境局施設課 

環境局業務第一課 

・ 市域の民間廃棄物処理施設の被災状況 
環境局工務課 

環境局産業廃棄物指導課 

収集運搬に係る被災状況 

・ 収集運搬車両及び資機材の被害状況 

・ 一般廃棄物収集運搬許可業者及び委託業者

の被害状況 

環境局業務第一課 

避難状況 
・ 避難所の開設場所 

・ 各避難所の避難者数 
市災害対策本部 

仮置場状況 
・ 仮置場の場所、規模、搬入物、搬入開始日及

び解消予定日 
仮置場設置の担当課 

有害物質、危険物の状況 
・ 有害物質や危険物を使用する事業所等の被

害状況 
市災害対策本部 

処理状況 

・ 損壊家屋等の撤去等に関する進捗状況 

・ 被災地からの災害廃棄物撤去に関する進捗

状況 

・ 災害廃棄物処理に関する進捗状況 

・ 事業費見込額 

各担当課 

他自治体の状況 ・ 周辺自治体の被害状況 広島県 

支援状況 
・ 支援協定等に基づく支援・受援状況 

・ 国、県の支援状況 

支援・受援実施の担当課 

広島県 

 

⑵ 情報の連絡手段 

情報の連絡は、次のうち使用可能なものを最大限に活用して行う。 

また、効率的な情報収集・連絡のため、定期的に関係部署で集まり、情報共有の場を設ける。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 電話及びＦＡＸ 

 ・ 電子メール 

 ・ 市防災行政無線 

 ・ 市防災情報共有システム 

 ・ 移動無線機（ＭＣＡ無線） 

 ・ 消防無線 

・ 広島県総合行政通信網 

・ 広島県防災情報システム 

・ 防災相互通信用無線局 

・ 衛星携帯電話 

・ アマチュア無線 

・ タクシー会社等民間無線通信施設 等 
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２ 国及び県への報告 

発災後は、県を通して、国から災害廃棄物の発生状況及び廃棄物処理施設の被害状況等の報告が求め

られるため、所定の様式により報告する。 

発災初期の段階では、被害の全容が判明していないことが想定されるが、その時点で判明している状

況について報告し、市災害対策本部から提供される被害状況が更新され次第、報告内容についても随時

更新する。 

また、県や国の担当課と定期的に連絡を取り、災害廃棄物処理に関する支援体制、他市町の被害状

況等の情報収集に努める。 

 

第５ 協力・支援体制 

１ 協力・支援に対する考え方 

 ⑴ 本市が被災した場合 

災害の規模によっては、本市の処理体制のみでは対応が難しい場合が想定される。職員の被災状況

や廃棄物処理施設の被災状況、災害廃棄物発生量等を考慮した上で、必要な人員、資機材が確保でき

ないと判断した場合には、その不足分について、平時から締結している協定や計画に基づき、他自治

体等への支援要請を行う。 

他自治体等からの支援を受ける際には、プル型支援（本市からの要請に基づく支援）を基本とす

る。ただし、被災状況が甚大であり、又は職員が被災して、市としての行政機能が維持できないほど

の壊滅的な被害を受けた場合には、プッシュ型支援（本市からの要請に基づかない支援）を受けるこ

とを表明する。 

なお、支援自治体等が円滑に業務を行えるよう、執務スペースや待機・休憩スペース、駐車場の確

保、必要な資機材の提供など、受援環境を整備しておく。 

 

 ⑵ 本市が被災しなかった又は被災の程度が軽度であった場合 

平時から締結している協定に基づき、被災自治体への人的・物的支援を行う。 

また、県を通して県内外の被災自治体から災害廃棄物の受入れ要請があった場合には、環境局関係

課で連携して、焼却施設や最終処分場の稼働状況や余力、本市の廃棄物の搬入見込量等を踏まえ検討

を行い、本市の廃棄物処理体制に支障が出ない範囲で、受入れを行う。 

 

２ 協定に基づく他自治体等との連携 

必要な人員、資機材が不足する場合には、平時から締結している協定や計画に基づき、他自治体等へ

の支援要請を行う。 

支援の要請に当たっては、支援が必要な場所、必要人員及び資機材の必要数等を明確にし、支援自治

体等に対して、具体的な支援内容や本市側の組織体制など必要な事項を伝える。 
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表 2-6 他自治体等との災害廃棄物処理に関する協定等 

協定等の名称 協定等の主体 
災害廃棄物処理に関する 

主な内容 

21 大都市災害時相互応援に関する

協定 

政令指定都市 20 市と 

東京都 

応急復旧等に必要な資機材、物資

及び職員の派遣その他特に要請

があった事項 

中国・四国地区都市防災連絡協議会

災害時相互応援協定 
県庁所在都市 9 市 〃 

中国5県災害等発生時の広域支援に

関する協定 
中国地方 5 県 〃 

中国・四国地方の災害等発生時の広

域支援に関する協定 
中国・四国地方 9 県 〃 

全国都道府県における災害時等の

広域応援に関する協定 
全国 47 都道府県 

災害応急・復旧対策に係る人的・

物的支援、施設若しくは業務の提

供又はこれらの斡旋 

災害時の相互応援に関する協定書 県及び県内 23 市町 

応急復旧等に必要な資機材、物資

及び職員の派遣その他特に要請

があった事項 

大規模災害発生時における中国ブ

ロック災害廃棄物対策行動計画 

災害廃棄物対策中国ブロック

協議会（中国地方 16 県市） 

災害廃棄物処理に係る広域的な

連携・協力 

広域的な廃棄物の処理（定款） (公社)全国都市清掃会議 
全国における広域的な廃棄物の

処理 

 

 

３ 民間事業者との連携 

災害廃棄物にはがれき類等、平時においては産業廃棄物として発生するものに近い性状のものもあ

る。こうした廃棄物の処理については、産業廃棄物処理のノウハウと機材を有する民間事業者と連携す

ることで、迅速な処理が可能となる場合がある。 

また、道路啓開や被災地からの災害廃棄物の撤去及び仮置場の設置運営等には、民間の建設事業者や

解体事業者との連携が不可欠である。 

本市は、民間事業者団体等との協定に基づき、災害廃棄物処理を円滑に行うことができるように協力

要請を行う。また、必要に応じて、県が協定を締結している民間事業者団体に対しても、県を通じて協

力を要請する。 

なお、民間事業者団体等が保有する資機材等についても、災害時に優先使用できるような協定を事前

に締結するなどして、平時から資機材の確保に努める。 
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表 2-7 民間事業者等との災害廃棄物処理に関する協定等 

協定等の名称 
協定締結等主体 

主な内容 
民間事業者 自治体 

災害一般廃棄物の収集運搬に関す

る協定書 

広島市廃棄物処理事

業協同組合 
広島市 災害廃棄物の収集運搬 

無償団体救援協定書 
(一社)広島県清掃事

業連合会 
広島県 災害廃棄物の収集運搬 

災害時におけるごみ収集車両の提
供に関する協定書 

民間事業者 3 社 広島市 災害廃棄物の収集運搬 

地震等大規模災害時における災害

廃棄物処理等の協力に関する協定

書 

(一社)広島県資源循

環協会 
広島県 

災害廃棄物の撤去、収集運

搬及び処分、仮置場の設置

及び管理等 

広島市災害応急対策に係る協力事

業者の登録等に関する要綱 
災害協力事業者 広島市 災害廃棄物の撤去及び運搬 

大規模災害時における緊急輸送の

協力に関する協定 

(公社)広島県トラッ

ク協会 
広島市 トラック等による緊急輸送 

災害時における被災車両の撤去等

に関する協定 

(一社）日本自動車連

盟中国本部 
広島市 被災車両の撤去 

災害時における仮設トイレの設置

協力に関する協定書 
民間事業者 5 社 広島市 

仮設トイレの確保及び設置

協力 

無償団体救援協定書 
広島県環境保全事業

協同組合 
広島県 

し尿及び浄化槽汚泥の収集

運搬 

災害時におけるし尿及び浄化槽汚

泥の収集運搬に関する協定書 

広島県環境整備事業

協同組合 
広島県 

し尿及び浄化槽汚泥の収集

運搬 

 

４ ボランティアとの連携 

災害時には、片付けごみの排出や被災家屋の清掃、思い出の品等の洗浄や閲覧・引渡し作業などにボ

ランティアが関わることが想定される。 

平成２６年８月豪雨災害や平成３０年７月豪雨災害においても、民有地や周辺道路等に堆積した土

砂等の撤去作業など、ボランティアによる活動が災害廃棄物処理において大きな力となった。 

環境局業務第一課又は環境政策課は、広島市災害ボランティア本部と連携し、片付けごみの排出方法

や分別区分、健康への配慮、危険物の取扱いなど被災者に周知している情報（本節第７「住民等への広

報」（ｐ.２８）を参照）について、ボランティアに対しても周知・広報を行う。 

 

５ 広域連携 

⑴ 広域連携の考え方 

災害廃棄物は一般廃棄物に該当するため、まずは、処理責任を有する市町村が、地域に存在する資

機材、人材、廃棄物処理施設を最大限活用し、自区域内において処理を行うことが基本となる。 

しかしながら、被害の規模や災害廃棄物の発生量等を考慮した上で、自区域内での処理が困難と判

断される場合には、近隣市町を中心とした県内他市町、さらには県外での広域処理や仮設処理施設の

設置も含めて検討し、できる限り早期の処理完了を目指す。 
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県内他市町や他都道府県における広域処理の実施に当たっては、県に調整を要請する。また、県外

に災害廃棄物の処理を要請する場合又は県外から災害廃棄物を受け入れて処理する場合には、県や

国と連携しつつ、相手先自治体との調整を行う。 

仮設の処理施設の設置に当たっては、建設事業者や人員、機材等の制限を考慮すると、短期間のう

ちに全国で設置できる施設数には限りがあるものと推測されることから、県を通して、他地域のブロ

ックや国等とも連携して調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 広域処理に関する検討手順 

  

⑵ 他市町、国及び県の協力支援 

必要な人的・物的支援を受けてもなお、本市域内での処理が困難と判断される場合は、県内の他市

町等の施設での処理に向けた調整を県に要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 県を介した広域的な相互協力体制図 

参考：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 

環境省（本省、地方環境事務所）、国土交通省、自衛隊、有識者 等 

広島県 支援都道府県 

廃棄物事業者団体 

建設事業者団体 等 

廃棄物事業者団体 

建設事業者団体 等 
支援市町村 

廃棄物事業者 

建設事業者 等 

被災していない 

広島県内の市町 

廃棄物事業者 

建設事業者 等 

被災市町 

①都道府県間の 
 相互協力体制 

（都道府県・市町村間によ
る相互協力体制） 

情報収集 

指導・助言 
報告 連絡調整 

連絡調整 

連絡調整 
情報収集 

指導・助言 報告 連絡調整 

連絡調整 

要請／支援 

（協定等による） 

 

連絡調整 

連絡調整 

③廃棄物関係団体

との協力体制 

②県内の市町に 

おける相互協力体制 

処理能力が不足 

処理能力が不足 

① 市町村による自区域内での処理 

② 県内市町間での広域処理 

県内の市町間での広域処理を検討 

（県において調整） 

③ 県域を越えた広域処理等 

県域を越えた自治体間での広域処理 又は 
仮設処理施設の設置を検討 
（国、県において調整） 

本市の廃棄物処理施設 又は 

本市域の民間処理施設での処理を検討 

支援 
（災害支援協定を 
締結している場合等） 
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⑶ 中国ブロックの連携 

県域を越えた連携が必要となった場合又は県域を越えない規模の災害であっても、発生する災害

廃棄物の量が県域内で処理困難な場合には、「大規模災害発生時における中国ブロック災害廃棄物対

策行動計画」（平成３０年３月、災害廃棄物対策中国ブロック協議会）に基づき、中国ブロックの県

市で連携して対応する。 

 

 

 

図 2-6 ブロック内における災害廃棄物処理支援体制イメージ 

出典：「大規模災害発生時における中国ブロック災害廃棄物対策行動計画」    

（平成 30年 3月、災害廃棄物対策中国ブロック協議会）   

 

表 2-8 広域支援本部と現地連絡室の主な役割 

組 織 主な役割 

広域支援本部 
中国ブロック内各県、他ブロック及び全国知事会等と広域支援に係る

包括的な調整を行う。 

現地連絡室 
現地における支援窓口として、被災県と応援県等との連絡調整を中心

とする業務を実施する。 

出典：「大規模災害発生時における中国ブロック災害廃棄物対策行動計画」   

（平成 30年 3月、災害廃棄物対策中国ブロック協議会）     
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（参考） 各主体の役割 

○ 広島県 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 中国ブロック（応援県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 環境省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 災害廃棄物処理に係る各種の情報集約、情報提供 

・ 県、市町、支援団体等の役割分担の調整 

・ 国、民間支援団体との連携協力体制に係る調整・支援要請 

・ 市町の相互協力体制に係る調整 

・ 被災市町の事務支援、職員派遣 

・ 国の方針を踏まえた災害廃棄物処理方針の検討 

・ 事務の委託等を受けた場合の災害廃棄物処理の実施 

・ D.Waste-Net、本省及び中国四国地方環境事務所の支援体制の確立 

・ 被災県へ職員及び専門家を派遣し、情報の収集・技術的支援 

・ 事務委託、計画策定、資機材確保等に関する助言 

・ 国の現地対策本部を被災県内に設置 

・ ブロック内の被災県以外の被害状況を収集・整理 

・ 被災県、応援県、国による広域処理に関する会議の開催 

・ 広域処理の調整 

・ 被災県への広域支援の連絡員の派遣 

・ 現地連絡員による被災県の被害状況の共有及び定期的な広域支援本部への連絡 

・ 現地連絡室を通じた応援要請の受領及び広域支援本部への報告 

・ 災害廃棄物処理の広域応援体制の構築及び職員派遣 

・ 災害廃棄物を受け入れる場合の受入準備 

・ 被災県で仮置場が不足する場合の仮置場の確保・調整 

・ 広域処理の調整、収集運搬ルートの調整 

・ 被災県、応援県、国による広域処理に関する会議の開催 

・ 全国知事会への支援実施の報告 

・ 会長県による広域支援本部の設置（必要性を判断して設置） 

（広域支援本部） 

・ 各県（被災県を除く。）への状況共有 

・ プッシュ型支援に係る検討・調整 

・ し尿、避難所ごみ、生活ごみ等の収集車両の確保、派遣 

・ 片付けごみの仮置場、ごみステーションの状況の把握 
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⑷ 事務委託、事務代替 

災害廃棄物の処理を本市のみで行うことが困難な場合には、県に、地方自治法２５２条の１４の規

定により、処理等に係る発注や契約などの事務を委託し、又は同法２５２条の１６の２の規定により

事務の代替執行を求めることがある。 

特に、仮設の処理施設は大規模災害発生時に設置が検討されるものであり、市町単独ではなく、県

や国による広域的な単位での設置が想定される。発災後は、被害状況等を踏まえて検討し、事務委託

等が必要と判断した場合には、県への事務委託等を行う。 

なお、平成３０年７月豪雨災害では、安芸郡坂町で発生した災害廃棄物の二次仮置場以降の処理に

ついて、事務委託を受けた広島県が搬入物の選別や処理施設への搬入等を行った。 

 

 

 

図 2-7 平成 30年 7月豪雨災害において広島県が受託した事務の範囲イメージ 

出典：「平成 30 年 7月豪雨災害に係る広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 8月、広島県）  
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第６ 各種相談窓口の設置等 

災害発生時には、生活支援等のための相談をワンストップで行う市民相談窓口が、必要に応じて区災害

対策本部に設置される。 

被災者から、片付けごみや撤去ごみの処理方法、損壊家屋の撤去等の要望や、自動車や船舶などの所有

物や思い出の品・遺失物、有害物質（石綿含有建材の使用有無など）に関する問い合わせ等が寄せられる

ことが想定されるため、窓口での広報物の掲示を行うとともに、発災後、できる限り速やかに、基本的な

事項の質疑応答マニュアルを作成して設置する。 

 

第７ 住民等への広報 

１ 広報媒体と広報内容 

広報は、各種媒体を有効に活用して、適時適切に実施する。なお、聴覚障害者、視覚障害者など要配

慮者にも配慮する。また、広報の内容は、被災者等のニーズを十分把握して選定する。 

 

表 2-9 広報時期と主な広報内容 

広報時期 主な広報内容 

初動期 

（発災後数日間） 

○ 片付けごみの収集 ：戸別収集の有無、排出場所、排出可能時間、分別方法等 

○ 片付けごみの仮置場への搬入 ：仮置場の場所、搬入可能時間、分別方法、場内

図、災害廃棄物であることの証明方法、持込みの際の留意事項等 

○ 有害廃棄物・危険物の取扱い ：ガスボンベ、フロン類含有廃棄物等を取り扱う際

の留意事項、排出方法等 

○ その他留意事項 ：便乗ごみ（災害と関係なく発生した家電リサイクル法対象４品目

など）の排出や不法投棄、野焼き等の禁止 

応急対応期（前半） 

（～３週間程度） 

○ 災害廃棄物の撤去 ：申請方法、実施方法、実施時期等 

○ 損壊家屋等の解体・撤去 ：申請方法、実施方法、実施時期等 

○ 廃自動車等の情報 ：保管場所、保管期間、返還手続き等 

○ 災害廃棄物処理の計画 ：処理工程、災害廃棄物処理実行計画 

応急対応期（後半） 

（～３か月程度） 
○ 災害廃棄物処理の進捗状況 

復旧・復興期 

（～３年程度） 

○ 災害廃棄物処理の進捗状況 

○ 思い出の品の返却方法 

 

主な広報媒体 

 

 

 

 

 

 

 

・ 報道機関への情報提供（定期的に又は随時に、記者会見又は資料提供等により行う。） 

・ 市ホームページ、SNS、広報紙、テレビ、ラジオ、文字多重放送、有線放送、新聞広告等 

・ 市防災情報共有システム、広島市防災情報メール配信システムを利用（あらかじめ危機管理課から

権限等の付与を受けておく必要がある。）  ・ 臨時災害放送局、警察の機関へ依頼   

・ 市防災行政無線（同報系）  ・ 広報車、航空機を派遣  ・ 地域の掲示板・回覧板を活用   

・ 町内会や自治会を通じた伝達  ・ 必要に応じて戸別に伝達 
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２ 広報の実施報告 

災害廃棄物処理に関する情報の一元化を図るため、災害廃棄物に関する広報を実施した担当課は、そ

の旨を市災害対策本部（広報班）、企画総務局広報課及び環境局環境政策課に報告する。 

 

 

第８ 制度の活用 

１ 廃棄物処理法の特例制度 

東日本大震災等の経験を踏まえ、大規模災害時においても適正、円滑、迅速な廃棄物処理を行うた

め、平成２７年に廃棄物処理法及び関係政省令の改正が行われた。 

これにより、非常災害時における廃棄物処理施設の設置に係る手続の簡素化や収集運搬・処分の委託

の基準の緩和等の措置が設けられたが、これらの特例は、発生した災害が「非常災害」である場合に限

り活用できるものである。 

「非常災害」とは、平時の廃棄物処理体制では対処できない規模の災害をいい、個々の災害がこれに

該当するかについては、次の基準により、環境局長が判断する。平成３０年７月豪雨災害時には、環境

局長決裁により、「非常災害」とした。 

なお、都市計画区域内における廃棄物処理施設の設置等に当たっては、建築基準法等の関係法令に基

づく手続き等が生じることもあるため、関係課との協議・調整が必要である。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 市町村による非常災害時に係る一般廃棄物処理施設の届出の特例（廃棄物処理法第９条の３の２） 

○ 本市が一般廃棄物処理施設を設置しようとするときは、廃棄物処理法第９条の３に基づき、一般

廃棄物処理施設の設置の許可等を所掌している環境局工務課へ施設の設置に係る届出を行う必要

がある。 

○ 通常であれば、同課による技術上の基準との適合について確認を受けるため、届出後最大３０日

の法定期間（一般廃棄物の最終処分場については６０日）を経過した後でなければ施設を設置でき

ないが、非常災害時には、同法第９条の３の２に基づき、一般廃棄物処理計画（災害廃棄物処理実

行計画）に定めようとするときは、同課に協議し同意を得ることにより、最大３０日（一般廃棄物

の最終処分場については６０日）の期間を待たずに施設を設置することが可能である。 

 

 

 

次のいずれかに該当すると判断した場合には、発生した災害を非常災害として取り扱う。 

① 国庫補助の気象要件に該当する災害であること（「２ 処理事業費(国庫補助)」を参照） 

② 災害による被害が、予防又は防止し難い程度に大きいものであること 

③ 災害により発生した災害廃棄物の質及び量が、平時に本市が処理している家庭ごみや事業ごみ（一

般廃棄物）、し尿とは異なっており、平時の廃棄物処理体制では対応できないものであること 

非常災害の判断基準 
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⑵ 市町村から非常災害により生じた廃棄物の処分の委託を受けた者による非常災害に係る一般廃棄

物処理施設の設置の特例（廃棄物処理法第９条の３の３） 

○ 一般廃棄物処理施設を設置しようとする者は、通常であれば、廃棄物処理法第８条に基づき本市

（環境局工務課）の許可を受ける必要があるが、非常災害時には、市町村から非常災害により生じ

た廃棄物の処分の委託を受けた者は、同法第９条の３の３に基づき、本市が設置する場合と同様の

届出で足りることとされている。 

○ 本特例を活用することで、施設設置に係る手続きの期間の短縮が可能である。 

 

⑶ 産業廃棄物処理施設の設置者に係る一般廃棄物処理施設の設置についての特例（廃棄物処理法第

１５条の２の５第２項） 

○ 本市域の産業廃棄物処理施設の設置者は、当該施設において処理する産業廃棄物と同様の性状

を有する一般廃棄物を処理する場合は、廃棄物処理法第１５条の２の５に基づき、環境局産業廃棄

物指導課に届出を行うことで、当該施設を一般廃棄物処理施設として設置することができる。 

○ 通常であれば事前の届出が必要であるが、非常災害のために必要な応急措置として、同条第２項

により、事後の届出で足りることとされていることから、本特例を活用することにより、既存の産

業廃棄物処理施設を迅速に活用することが可能である。 

○ なお、特例の対象となる一般廃棄物は環境省令により定められているが、この中には安定型最終

処分場での処分は含まれていない。災害時に発生したコンクリートくず等の処分先として産業廃

棄物の安定型最終処分場を活用するには、個々の災害について、環境省令による特例措置が必要と

なる。これまで東日本大震災、熊本地震、九州北部豪雨、平成３０年７月豪雨においてこのような

特例が措置されており、被災の状況に応じ、環境省に特例措置の適用を要請する。 

 

 ⑷ 災害廃棄物処理の委託に関する特例（廃棄物処理法施行令第４条） 

○ 通常、一般廃棄物処理の委託を受けた者は、廃棄物処理法施行令第４条の規定により、再委託を

行うことは禁止されているが、非常災害時には、同条の規定により、本市が処理を委託する場合に

限り、一定の基準を満たせば再委託が可能である。 

○ 本特例により、代表者との契約で、災害廃棄物の収集運搬及び処分を委託することが可能とな

り、事務量の軽減を図ることができる。 

 

２ 処理事業費（国庫補助） 

災害廃棄物の処理には多額の経費が必要となり、市町村のみで対応することは困難であるため、国の

補助事業の活用が必要となる。 

補助事業の活用の可否は災害廃棄物処理の基本方針に影響するものであることから、円滑な事業実

施のため、発災後早期から県を通して国の担当窓口との緊密な情報交換を行う。 

なお、災害関連の補助事業については、その性質上、災害対応を行った後に、又は行いながら国の災

害査定を受けることになるため、初動対応の段階から補助金の申請を見据えて、被災状況写真や業務日

報など、事業の必要性等が説明できる資料や業務の実施記録をできる限り詳細に残しておく必要があ

る。 
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⑴ 環境省が所管する災害関連補助事業 

環境省が所管する災害関連補助事業としては、「災害等廃棄物処理事業」及び「廃棄物処理施設災

害復旧事業」の２種類がある。 

特に災害等廃棄物処理事業の活用に当たっては、災害の規模等により補助対象範囲等の取扱いが

異なってくること等に留意する。 

 

災害等廃棄物処理事業の活用に当たっての留意事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-10 環境省が所管する災害関連補助事業 

事業名 補助率 対象事業 補助要件 

災害等廃棄物

処理事業 

1/2 

（地方負担分の

80%を特別交付

税措置） 

市町村等が実施した生

活環境の保全上特に

必要とされる廃棄物の

収集、運搬及び処分

等に係る事業 

○ 補助対象となる災害の範囲 

暴風、洪水、高潮、地震その他の異常な天

然現象により生じる災害であって、次の基準を

満たすもの 

・ 河川：警戒水位以上の出水 

・ 降雨：最大 24時間雨量 80mm以上の降雨 

・ 暴風：最大風速 15ｍ/sec 以上の風 

・ 高潮：①暴風又はその余波による異常な高

潮又は波浪、②津波によるもので被災の程

度が比較的軽微と認められないもの 

○ 補助対象となる金額 

廃棄物処理施設災害復旧事業については、

１施設の災害復旧事業に要する経費が 150万

円以上（浄化槽は 40万円以上）であるもの 

廃棄物処理施

設災害復旧事

業 

1/2 

（地方負担分に起

債措置があり、元

利償還金に普通

交付税措置） 

市町村等が設置した廃

棄物処理施設の災害

復旧事業 

参考：「災害等廃棄物処理事業費補助金交付要綱」、「廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金交付要綱」 

「災害等廃棄物処理事業費補助金及び廃棄物処理施設災害復旧事業費補助金実施要領」 

「災害関係業務事務処理マニュアル」（平成 26年 6月、環境省） 

 

 

 

 

・ 諸経費（共通仮設費（率計上分）、現場管理費及び一般管理費等）は、解体工事、仮置場及び土砂

混じりがれきに係る委託業務に要する額の 15％の範囲で認められる（仮置場及び土砂混じりがれきに

係る業務であってこの基準によりがたいときは、個別協議により変更できる場合がある。）。 

・ 市町村が解体の必要があると判断し、災害廃棄物として処理することが適当であると認められる損壊

家屋等の解体、収集・運搬及び処分に係る経費は補助対象となる（全壊の家屋等に限る。半壊の家

屋等の解体については、原則、補助対象外である）。 

・ 補助対象範囲や他補助金との棲み分け、申請方法については、災害の規模等によって取扱いが異

なってくるため、発災後、国の動向を注視するとともに、場合により補助対象範囲の拡大等を国に対し

て要望することも重要である。 



第２章 災害廃棄物対策 

第１節 基本的事項 

32 

 

 

⑵ その他の省庁が所管する災害関連補助事業 

環境省が所管する災害関連補助事業のほか、災害廃棄物の処理に密接に関わってくる可能性があ

る他省庁の補助事業について、次表に示す。 

他省庁の補助事業の対象範囲や補助率等も考慮しつつ、各補助金の申請内容を検討する。 

なお、平成３０年７月豪雨災害時には、環境省の所管する災害等廃棄物処理事業と国土交通省が所

管する堆積土砂排除事業を連携して実施することが認められたことから、土砂を含んだ混合廃棄物

の撤去から処理までの一連の業務や補助申請に係る事務を一体的に行い、事後に重量による按分を

行う方法でそれぞれの補助事業を活用した。 

 

表 2-11 災害廃棄物処理に関係する他省庁の災害関連補助事業 

事業名 補助率※ 対象事業 所管省庁 

公共土木施設災害復旧事業 2/3 

河川、海岸、砂防設備、林地荒廃防止

施設、地すべり防止施設、急傾斜地崩

壊防止施設、道路、港湾、漁港、ダム、 

下水道、公園の復旧事業 

国土交通省 

都市施設災害復旧事業 1/2 街路、都市排水施設等の復旧事業 国土交通省 

堆積土砂排除事業 1/2 
市町村の市街地における堆積土砂を排

除する事業 
国土交通省 

農林水産業施設災害復旧事業 1/2～ 
農地、農業用施設、林業用施設、漁業

用施設、共同利用施設の復旧事業 
農林水産省 

※ 地方負担分に起債措置があり、元利償還金に普通交付税措置 

 



第２章 災害廃棄物対策 

第２節 被害の想定 

33 

 

第２節 被害の想定                                                                 

第１ 廃棄物発生量 

１ 地震災害 

本市地域防災計画において想定している地震のうち、災害廃棄物発生量が最も多く見込まれている

「南海トラフ巨大地震」を対象として、被害の想定を行った。 

想定シーンとしては、最も災害廃棄物の発生量が多くなる冬１８時、風速１１ｍ/ｓとした。 

 

表 2-12 対象地震の諸元 

対象地震 規 模 想定シーン 地震のタイプ 津波の有無 

南海トラフ巨大地震 Ｍ 9.0 
冬 18時 

風速 11m/s 
プレート間の地震 有 

参考：「広島市地震被害想定報告書」（平成 25年 12月、広島市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-8 南海トラフ巨大地震における震度分布図 

出典：「広島市地震被害想定報告書」（平成 25年 12月、広島市） 
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図 2-9 南海トラフ巨大地震における津波による浸水図（構造物なし） 

出典：「広島市地震被害想定報告書」（平成 25年 12月、広島市） 

 

 

⑴ 建物被害による廃棄物（推計方法は「本章第４節第１の２ 災害廃棄物発生量の推計方法」（ｐ.４

７）を参照） 

「広島市地震被害想定報告書」（平成２５年１２月、広島市）では、「南海トラフ巨大地震」におけ

る建物被害の主な原因は液状化によるものであり、次いで津波によるものと想定されている。 

これらの被害想定から、建物被害による廃棄物の発生量は、約３２０万ｔであり、廃棄物種類ごと

で、コンクリートがらが最も多く、約１６５万ｔ、不燃物が約５９万ｔ、可燃物が約５８万ｔ、金属

くずが約２１万ｔ、柱角材が約１７万ｔとなる見込みである。 

建物被害による廃棄物は、倒壊してがれき状態になっている建物や敷地外に流出した建物など、撤

去を行う必要がある「撤去ごみ」と、主に被災者等により排出されるごみである「片付けごみ」に大

別される。 

 

⑵ 津波堆積物（推計方法は「本章第４節第１の２ 災害廃棄物発生量の推計方法」（ｐ.４７）を参照） 

津波堆積物の発生量は、約４４万ｔとなる見込みである。 

建物被害による廃棄物と津波堆積物を合わせると、計約３６４万ｔの災害廃棄物が発生すること

になる。 
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表 2-13 廃棄物種類ごとの想定発生量                                     （単位：ｔ） 

種 類 片付けごみ 

撤去ごみ 

合 計 建物被害による 

撤去ごみ 
津波堆積物 

建
物
被
害
に 
よ 
る
廃
棄
物 

可燃物 7,349 570,720 ― 578,069 

不燃物 21,985 570,720 ― 592,705 

コンクリートがら ― 1,648,747 ― 1,648,747 

金属くず 2,073 209,265 ― 211,338 

柱角材 ― 171,216 ― 171,216 

小 計 31,407 3,170,668 ― 3,202,075 

津波堆積物 ― ― 439,718 439,718 

合 計 31,407 3,170,668 439,718 3,641,793 

 

  ⑶ 避難所ごみ（推計方法は「本章第４節第２の１ 避難所ごみ発生量の推計」（ｐ.７７）を参照） 

避難所ごみの発生量は、最も多くなる発災当日及び翌日で１２５ｔ/日となる見込みである。 

発災後は、通常の生活ごみや片付けごみに加えて、避難所ごみの収集運搬及び処分の体制も構築

する必要がある。 

 

表 2-14 避難所ごみの発生量                                             

項 目 当日・1日後 1週間後 1か月後 

避難者数(人) 261,513 65,813 65,543 

避難所ごみ発生量（ｔ/日） 125 31 31 

 

⑷ し尿（推計方法は「本章第４節第３の２ し尿発生量等の推計」（ｐ.７８）を参照） 

全ての避難所において既設の水洗トイレが使用できない場合には、避難者数が最も多くなる発

災当日及び翌日で３,３３４基の仮設トイレが必要となり、これにより発生するし尿は約４４５ｋ

ℓ/日となる見込みである。 

発災後は、早急に仮設トイレの設置を行うとともに、通常の非水洗化区域におけるし尿に加え

て、避難所から発生するし尿の収集運搬及び処分の体制も構築する必要がある。 

 

表 2-15避難所における仮設トイレ必要設置数とし尿発生量 

項 目 当日・1日後 1週間後 1か月後 

避難者数(人） 261,513 65,813 65,543 

仮設トイレ必要設置数（基） 3,334 839 836 

し尿発生量（ℓ/日） 444,572 111,882 111,423 
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２ 土砂災害 

本市地域防災計画において想定している風水害のうち、「大雨による土石流・がけ崩れ等」（土砂災

害）を対象として、被害の想定を行った。 

 

 ⑴ 建物被害による廃棄物及び流入した土砂等 

本市地域防災計画では、土砂災害による建物被害棟数や流入する土砂量等を推計していないため、

県計画において推計された災害廃棄物発生量を参考とした。 

県計画では、平成２６年８月豪雨災害と同等の量及び範囲の降雨が発生した場合のシミュレーシ

ョンを行い、本市域内の土砂災害危険箇所において同様の割合で被害が発生するものとして推計を

行っており、最大で約１４２万ｔの災害廃棄物が発生する見込みである。 

なお、廃棄物種類ごとの発生量については、平成２６年８月豪雨災害における発生割合を基に推計

した。 

 

 

 

 

図 2-10 県計画における廃棄物発生量（土砂災害）の推計方法のイメージ 

出典：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 
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表 2-16廃棄物種類ごとの想定発生量                 

種 類 災害廃棄物発生量（ｔ） 
平成 26年 8月豪雨災

害における発生量（ｔ） 
発生割合（％） 

災害廃棄物発生量 1,415,000※1 522,114 100.0 

廃棄物 

種類ごとの 

発生量※2 

可燃物 11,320 4,131 0.8 

不燃物 7,075 2,765 0.5 

コンクリートがら 12,735 4,503 0.9 

金属くず 1,415 451 0.1 

流木、柱角材 26,885 10,124 1.9 

土砂、岩石 1,355,570 500,140 95.8 

※1 県計画における推計量 
※2 平成 26年 8月豪雨災害における発生割合を基にした推計量 

 

⑵ 避難所ごみ（推計方法は「本章第４節第２の１ 避難所ごみ発生量の推計」（ｐ.７７）を参照） 

避難者数が平成３０年７月豪雨災害時と同程度である場合、避難所ごみの発生量は、最も多くなる

発災当日及び翌日で４ｔ/日となる見込みである。 

発災後は、通常の生活ごみや片付けごみに加えて、避難所ごみの収集運搬及び処分の体制も構築す

る必要がある。 

 

表 2-17 避難所ごみの発生量                                             

項 目 当日・1日後 1週間後 1か月後 

避難者数(平成 30年 7月 

豪雨災害実績)(人) 
8,423 254 148 

避難所ごみ発生量（ｔ/日） 4 0.1 0.07 

 

⑶ し尿（推計方法は「本章第４節第３の２ し尿発生量等の推計」（ｐ.７８）を参照） 

全ての避難所において既設の水洗トイレが使用できず、避難者数が平成３０年７月豪雨災害時と

同程度である場合には、発災当日及び翌日で１０７基の仮設トイレが必要となり、これにより発生す

るし尿は約１４ｋℓ/日となる見込みである。 

発災後は、早急に仮設トイレの設置を行うとともに、通常の非水洗化区域におけるし尿に加えて、

避難所から発生するし尿の収集運搬及び処分の体制も構築する必要がある。 

 

表 2-18 避難所における仮設トイレ必要設置数とし尿発生量 

項 目 当日・1日後 1週間後 1か月後 

避難者数(平成 30年 7月 

豪雨災害実績)(人) 
8,423 254 148 

仮設トイレ必要設置数（基） 107 3 2 

し尿発生量（ℓ/日） 14,319 432 252 
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３ 水害 

本市地域防災計画において想定している風水害のうち、本市の被害が最大となることが見込まれる

「洪水による浸水（太田川、瀬野川、八幡川）」（水害）を対象として、被害を想定した。 

 

⑴ 建物被害による廃棄物発生量 

水害についても、本市地域防災計画において建物被害棟数等を推計していないため、県計画におけ

る推計結果を参考とした。 

県計画では、各河川の浸水想定区域を基に、洪水発生時の被害棟数を抽出して推計を行っており、

本市域内では、太田川、瀬野川及び八幡川の洪水による浸水時に最大で約６１万ｔの災害廃棄物が発

生する見込みである。 

なお、廃棄物種類ごとの発生量については、平成２６年８月豪雨災害における発生割合（片付けご

み）を基に推計した。 

 

 

 

 

図 2-11 太田川水系洪水浸水想定区域図（想定最大規模） 

出典：国土交通省中国地方整備局 HP(http://www.cgr.mlit.go.jp/ootagawa/bousai/flood2/flood2.html) 
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図 2-12 県計画における廃棄物発生量（水害）の推計方法のイメージ 

出典：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 

 

 

表 2-19廃棄物種類ごとの想定発生量                 

種 類 災害廃棄物発生量（ｔ） 
平成 26年 8月豪雨災

害における発生量（ｔ） 
発生割合（％） 

災害廃棄物発生量 611,700※1 3,522 100.0 

廃棄物 

種類ごとの 

発生量※2 

可燃物 241,010 1,387 39.4 

不燃物 326,036 1,877 53.3 

金属くず 29,973 172 4.9 

処理困難物、廃家電 14,681 86 2.4 

※1 県計画における推計量を参考とした最大値 

※2 平成 26年 8月豪雨災害における発生割合（片付けごみ）を基にした推計量 

 

 

⑵ 避難所ごみ、し尿 

水害における避難者数については想定が困難であることから、避難所ごみ及びし尿の発生量につ

いては、地震災害の想定結果を準用する。 
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第２ 仮置場必要面積 

災害廃棄物発生量の推計結果を踏まえた仮置場の必要面積は、地震災害で約１５０万ｍ2、土砂災害で

約２９万ｍ2、水害で約３１万ｍ2となる見込みである（推計方法は「本章第４節第１の３ 仮置場必要面

積の算定方法」（ｐ.４９）を参照）。 

 

表 2-20 仮置場の必要面積 

行政区 
仮置場必要面積（ｍ2） 

地震災害 土砂災害※ 水害 

中区 273,139 613 67,785 

東区 81,258 85,052 20,479 

南区 438,681 19,627 9,625 

西区 254,541 30,055 102,035 

安佐南区 135,884 99,364 67,529 

安佐北区 28,835 120,423 15,410 

安芸区 134,266 139,028 7,987 

佐伯区 154,319 96,093 22,322 

市全体 1,500,923 289,301 313,172 

※ 土砂災害における仮置場必要面積は各区それぞれの最大値である。 

 

第３ 本市廃棄物処理施設における災害廃棄物の処理可能量 

令和元年度時点において、災害が発生し、処理期間を３年間（令和元年度から令和３年度）と想定した

場合の本市の廃棄物処理施設における災害廃棄物の処理可能量は、焼却施設では約８万ｔ、最終処分場

で約４万ｍ3（約４万ｔ）である。 

なお、現在稼働中の最終処分場である玖谷埋立地の埋立期間は、令和４年３月までとしており、次期最

終処分場である恵下埋立地（仮称）では、大規模災害時に発生する片付けごみなど緊急搬入ごみの受入量

を３０年間で約２０万ｍ3（約２０万ｔ）と想定して設計している。 

本市廃棄物処理施設の能力や災害廃棄物の発生量、性状を踏まえると、本市の廃棄物処理施設で全量を

処理することは困難であるため、災害廃棄物の多くは民間の処理施設で処理する必要が生じると想定さ

れる。 

本市の廃棄物処理施設に優先的に搬入する廃棄物は、片付けごみ及び避難所ごみとし、撤去ごみその他

の廃棄物については、施設に余力があれば受け入れることとして処理体制を構築する。 

 

表 2-21 本市廃棄物処理施設における災害廃棄物の処理可能量(令和元年度から令和 3年度までの 3年間）   

  （単位：ｔ） 

種 類 
本市廃棄物処理施設 
での処理可能量 

片付けごみ受入可能量 
撤去ごみ等受入可能量

（余力で受入れ） 

可燃物 80,000 7,349 72,651 

不燃物 40,000 21,985 18,015 

合 計 120,000 29,334 90,666 

※ 避難所ごみの発生量については、通常の生活ごみの発生場所が自宅から避難所に変わったものであると捉えるた

め、新たに発生する廃棄物量としてはカウントしない。
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第３節 初動対応                                                                

１ 対応時期の区分 

発災後の対応は、初動期、応急対応期（前半）、応急対応期（後半）及び復旧・復興期の４段階に区

分される。 

初動期は、人命救助が優先され、被害状況の把握や組織体制の整備、必要資機材の確保などを行う時

期であり、目安は発災後数日間である。 

応急対応期（前半）は、避難所生活が本格化し、避難所ごみやし尿などのほか、主に優先的に処理が

必要な災害廃棄物を処理する時期となり、目安は３週間程度である。 

応急対応期（後半）は、人や物の流れが回復し、災害廃棄物の本格的な処理に向けた準備を行う時期

であり、目安は３か月程度である。 

復旧・復興期は、避難所生活が終了する時期で、災害廃棄物の本格的な処理を実施する時期である。 

 

表 2-22 発災後の時期区分と特徴 

区 分 特  徴 期間の目安 

初動期 
人命救助が優先される時期 

（被害状況の把握、体制整備、必要資機材の確保等を行う期間） 
～発災後数日間 

応急対応期（前半） 
避難所生活が本格化する時期 

（主に優先的な処理が必要な廃棄物を処理する期間） 
～3週間程度 

応急対応期（後半） 
人や物の流れが回復する時期 

（災害廃棄物の本格的な処理に向けた準備を行う期間） 
～3か月程度 

復旧・復興期 
避難所生活が終了する時期 

（災害廃棄物の本格的な処理の期間） 
～3年程度 

参考：「災害廃棄物対策指針 1-12」（平成 30 年 3 月、環境省）   

 

２ 初動対応の概要 

初動期及び応急対応期（前半）において主に行うべき初動対応について示す。 

なお、初動期には発災直後の混乱が想定されること、また、初動対応の適否がその後の廃棄物処理に

大きく影響を及ぼすことから、具体的な手順等については、別途「初動対応マニュアル」を作成して対

応する。 

 

⑴ 組織体制の確立（「本章第１節第３ 組織体制、指揮命令系統」（ｐ.１３）を参照） 

・ 職員の安否及び参集状況の確認を行う。 

・ 庁内関係部署の役割分担を検討し、災害廃棄物処理に係る組織体制及び指揮命令系統を構築す

る。なお、組織体制については、「⑶ 支援要請・支援受入れ」による支援状況や災害廃棄物処理

の進捗状況等を踏まえ、適宜、見直しを行う。 
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⑵ 情報の収集と連絡（「本章第１節第４ 情報の収集と連絡」（ｐ.１９）を参照） 

・ 本市の廃棄物処理施設等の被害状況、水道や電気等のライフラインの確保状況、施設、車両、運

搬ルート等の安全性について情報を収集する。 

・ 市域の廃棄物処理施設の被害状況について情報を収集する。 

・ 被害状況等に関する情報について、県に報告する。 

 

 ⑶ 支援要請・支援受入れ（「本章第１節第５ 協力・支援体制」（ｐ.２１）を参照） 

・ 本市の体制のみでは対応が困難であると想定された場合には、必要に応じて、県を介した支援又

は支援協定等に基づく支援を要請する。 

・ 支援を受け入れる場合には、執務スペースや駐車場等を確保するとともに、調整・指示を行う体

制を整備する。 

 

⑷ 収集運搬体制の確保（「本章第４節第１の７ 収集運搬、撤去」（ｐ.５４）、「同節第３ し尿」（ｐ.

７８）を参照） 

・ 道路状況や収集運搬車両、機材等の被害状況を確認した上で、通常の生活ごみの収集も踏まえた

片付けごみ及び避難所ごみの収集体制を構築し、収集を開始する。 

・ 浸水等による便槽や浄化槽の被災状況を把握し、必要に応じて、付近の衛生対策を講じる。 

・ 避難所における避難者の生活に支障が生じないよう、区災害対策本部と調整して必要な数の仮

設トイレを設置するとともに、家庭等のし尿も含めた収集・処理体制を確保し、収集を開始する。 

 

 ⑸ 一次仮置場の設置・運営（「本章第４節第１の８ 仮置場」（ｐ.５６）を参照） 

・ 道路啓開に伴い撤去した障害物の仮置きや集積を行うため、速やかに一次仮置場を設置する。 

・ 道路啓開により設置した一次仮置場において、必要に応じて片付けごみの受入れを行う。 

・ 片付けごみの全量収集が困難であると想定される場合には、道路が啓開され次第速やかに、片付

けごみの持込みを想定した仮置場を設置する。 

・ その後、判明した被害状況等から推計した仮置場必要面積を基に、災害廃棄物の撤去・収集等に

伴い仮置場が不足すると想定される場合には、追加で一次仮置場又は二次仮置場を設置する。 

・ 仮置場では、廃棄物の種類ごとに表示板を設置し、廃棄物を分別した状態で並べて置くととも

に、出入口に受付員や誘導員を配置して分別方法に関する案内や誘導等を行う。 

 

 ⑹ 有害物質対策（「本章第４節第１の１２ 有害廃棄物及び危険物の対策」（ｐ.６８）を参照） 

・ 関係法令による届出等を元に、各担当課において有害物質や危険物に係る事業所等の被害状況

及び流失等の有無について確認する。流失等した場合は、「広島市危機管理計画」に基づく「事件・

事後等対応マニュアル」に沿って対応し、生じた廃棄物は性状に応じて適正に処理する。 

・ 地域住民の生活環境への影響が懸念される場合は、必要に応じて、大気質、土壌、水質の環境モ

ニタリングを行い、情報の提供を行う。 
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 ⑺ 受入先の確保（「本章第４節第１の１２ 有害廃棄物、危険物の対策」（ｐ.６８）、「同節第１の１

３ 選別、処理、再資源化」（ｐ.７０）、「同節第１の１４ 最終処分」（ｐ.７２）を参照） 

・ 腐敗性廃棄物や、有害廃棄物・危険物のうち迅速な処理が求められるものについては、優先的に

受入先を選定・確保する。 

  

⑻ 住民等への広報（「本章第１節第７ 住民等への広報」（ｐ.２８）を参照） 

・ 片付けごみの排出方法や危険物等の取扱い方法、災害廃棄物の撤去方法など早期の広報が求め

られる事項については、速やかに住民等への広報を行う。 

 

表 2-23 初動対応の実施時期の目安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施項目 発災 1日後 ～3日後 ～1週間後 ～3週間後 

1 組織体制の確立 

     

2 情報収集・報告 

     

3 支援要請・支援受入れ 

     

4 収集運搬体制の確保 

     

5 一次仮置場の設置・運営 

     

6有害物質対策 

     

7 受入先の確保 

     

8 住民等への広報 

     

 

職員の安否及び参集状況の確認 

 組織体制の構築・見直し 

 被害状況の把握 

 情報の共有・報告 

 支援メニュー 
 の確認 

 支援が必要な項目の確認 

 支援要請 

 支援受入れ 

 広報項目の整理 

 広報の実施 

 問い合わせ対応 

 仮置場の設置（道路啓開、片付けごみ） 

 管理体制・レイアウト等の決定 

 住民等への周知 

 仮置場の追加設置 

 搬出開始 

 優先的な処理が必要な廃棄物の把握 

 処理先への搬出 

 有害物質等の流出等の有無の把握 

漏出防止措置 

 収集対象箇所の把握 

 運搬車両・人員の確保 

 収集運搬方針の決定 

 収集運搬の実施 

 仮設トイレの設置 

 環境モニタリング 
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第４節 災害廃棄物処理                                                                

第１ 災害廃棄物 

被災地から収集・撤去した災害廃棄物は、処理施設に直送して処分するか、又は仮置場に搬入して粗選

別を行い、必要に応じて破砕選別等の中間処理を行った後、廃棄物の種類ごとに再資源化や焼却、最終処

分等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-13 仮置場に搬入する災害廃棄物の処理の流れ 

出典：災害廃棄物に関する研修ガイドブック（平成 29年 3月、国立研究開発法人国立環境研究所） 

 

 

１ 災害廃棄物処理実行計画の策定 

発災後には、本計画を基に、廃棄物処理法第６条第１項に規定する一般廃棄物処理計画としての災害

廃棄物処理実行計画を策定する。 

実行計画の策定に当たっては、まず、基本となる処理方針、処理フロー及び処理スケジュールなど、

骨組みとなる処理工程表を作成する。 

なお、平成３０年７月豪雨災害の際の処理工程表は、図２-１４のとおりである。 

 

仮置場 受入先 被災地 

持込 

住民 

運搬 解体 

撤去 

破砕 

選別 
運搬 運搬 

仮置き 粗選別 

再資源化 

焼却処理 

最終処分 運搬 

中間処理施設 

被災地からの撤去 仮置場 中間処理施設 受入先 
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図 2-14 災害廃棄物処理工程表（平成 30年 7月豪雨災害時） 

 

 

処理工程表を基にして、具体的な項目を記載した実行計画を策定する。実行計画には、処理の基本方

針、災害廃棄物の発生量、処理体制、処理スケジュール、処理方法及び処理フローなど、災害廃棄物処

理に関して必要な事項を記載する。 

実行計画の策定の時期は、発災からおおむね１か月以内を目途とし、処理の進捗状況に応じて段階的

に見直しを行う。 

なお、広域的な対応が必要となる場合等には県においても実行計画が策定されることとなるため、策

定に当たっては、県の実行計画の内容とも調整を図る。 

また、大規模災害発生時などで、国により災害廃棄物処理指針（マスタープラン）が策定される場合

には、マスタープランを踏まえて実行計画を策定する必要がある。 
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国（環境省）

災害廃棄物処理指針
（マスタープラン）

・災害廃棄物処理方針決定
・市町との調整

県

2カ月後

処理実行計画 策定

市町、県

3カ月後

処理実行計画 改定 1年後

処理実行計画 改定 2年後

3年後処理完了

災害発生

市町、県

市町、県

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-15 災害廃棄物処理実行計画の策定及び改定時期の目安 

参考：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 

 

 

２ 災害廃棄物発生量の推計方法 

災害廃棄物発生量の推計値は、処理方法や処理期間等を検討する上での基礎数値となる。 

市災害対策本部において取りまとめた被害状況が提供され次第、災害廃棄物発生量の推計を行う。 

なお、推計値は被害状況の詳細を把握するたび、随時、更新する。 

推計方法は、一般的に環境省指針に示された方式である環境省方式と、「震災廃棄物対策指針」（平成

１０年１０月、厚生省）に示され「南海トラフ巨大地震の被害想定（第二次報告）」（平成２５年３月、

内閣府）において採用された推計方法である、いわゆる内閣府方式の２つの方法が用いられるが、次の

理由から、原則、環境省方式により推計する。 

① 発生量の推計値は、環境省方式は高めに、内閣府方式は低めになる傾向があるが、推計値が高め

になる環境省方式で推計して対策を検討しておくことが望ましいこと。 

② 内閣府方式では可燃物、不燃物の２種類の組成割合が示されているのに対し、環境省方式では、

可燃物、不燃物、コンクリートがら、金属、柱角材の５種類の組成割合が示されており、より細か

い種類ごとに推計できること。 

③ 県計画でも環境省方式が採用されており、広域連携等の観点からも、県計画の推計方法に合わせ

ることで、より円滑な処理を行うことができると考えられること。 

 

 

 

 

国（環境省）

・市町，県との調整・市町，国との調整

県

1カ月以内

処理実行計画 策定

市町

1カ月後

処理実行計画 改定 2カ月後

処理実行計画 改定 6カ月後

1年後処理完了

災害発生

市町

市町

（国がマスタープランを策定しない場合） （国がマスタープランを策定する場合） 

1か月以内 

1か月後 

2か月後 

6か月後 

1年後 

1年後 

2年後 

3年後 

3か月後 

2か月後 
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 ⑴ 地震災害 

ア 建物被害による廃棄物発生量 

建物被害による廃棄物発生量は、市災害対策本部に集約される建物被害棟数に発生原単位（過去

の災害の実績を基に算出された単位数量当たりの廃棄物の発生量）を乗じることにより推計する。 

焼失した建物の木造・非木造の内訳が不明な場合には、「広島市地震被害想定報告書」（平成２５

年１２月、広島市）における建物の現況の割合（木造７０.４％、非木造２９.６％）で按分して推

計する。 

また、建物被害による廃棄物のうち片付けごみの発生量については、建物被害棟数に、環境省に

よる「平成２８年熊本地震におけるモデル解体調査結果」から算出された発生原単位（０.５ｔ/世

帯）を乗じて推計（便宜的に１棟当たり１世帯とする。）する。 

 

 

 

 

 

         

    表 2-24 発生原単位 

全 壊 
半壊(一部損
壊を含む。) 

床上浸水※ 床下浸水※ 焼失(木造) 焼失(非木造) 津波堆積物 

117ｔ/棟 23ｔ/棟 4.6ｔ/世帯 0.62ｔ/世帯 78ｔ/棟 98ｔ/棟 0.024ｔ/ｍ2 

※ 便宜上、1世帯を 1棟として推計する。 

参考：「災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-1」（平成 26年 3月、環境省） 

 

    表 2-25 廃棄物の種類別割合 

種 別 液状化、揺れ、津波 焼失（木造） 焼失（非木造） 

可燃物 18 % 0.1 % 0.1 % 

不燃物 18 % 65 % 20 % 

コンクリートがら 52 % 31 % 76 % 

金属くず 6.6 % 4 % 4 % 

柱角材 5.4 % 0 % 0 % 

参考：「災害廃棄物対策指針 技術資料 1-11-1-1」（平成 26年 3月、環境省）    

    

イ 津波堆積物の発生量 

津波堆積物の発生量は、次の式により推計する。 

なお、津波浸水面積については、消防局等において撮影した被災写真等を基に発災前後の状況を

比較し、推定した被災エリアを地図上に落とし込むことにより算出する。 

 

 

 

建物被害による廃棄物発生量(ｔ)＝建物被害棟数（棟）×発生原単位（ｔ/棟） 

うち片付けごみの発生量（ｔ）＝建物被害棟数（棟）×0.5（ｔ/棟） 

廃棄物種類別発生量(ｔ)＝廃棄物発生量（ｔ）×廃棄物の種類別割合（％） 

津波堆積物発生量(ｔ)＝津波浸水面積（ｍ2）×発生原単位（ｔ/ｍ2） 
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 ⑵ 風水害 

  ア 建物被害による廃棄物発生量 

建物被害による廃棄物発生量は、市災害対策本部に集約される建物被害棟数に発生原単位を乗

じることにより推計する。 

このうち片付けごみの発生量については、床上浸水及び床下浸水建物から発生した廃棄物の全

量及び半壊建物から発生した廃棄物のうち１６％（平成２６年８月豪雨災害における発生割合）と

して推計する。 

なお、廃棄物の種類別割合については、平成３０年７月豪雨災害における処理実績が確定するま

での間、地震災害の液状化、揺れ、津波における種類別割合を用いて推計する。 

 

 

 

 

 

 

 

表 2－26 発生原単位 

全 壊 半壊(一部損壊を含む。) 床上浸水 床下浸水 

117ｔ/棟 23ｔ/棟 3.79ｔ/世帯※ 0.08ｔ/世帯※ 

※ 便宜上、1世帯を 1棟として推計する。 

「災害廃棄物対策指針 技術資料【技 1-11-1-1】、【技 2-9】」 

 

  イ 土砂・岩石の発生量 

市街地等に流入した土砂・岩石については、発災前後の航空写真を比較すること等により堆積面

積を算出し、被災現場で測定した堆積厚さを乗じて堆積量（ｍ3）を推計する。 

土砂等の堆積厚さは被災場所によって異なるため、ある程度精度の高い推計結果を得るために

は専門業者に推計業務を委託する方法が考えられるが、結果が出るまでに約１か月程度の期間を

要することが想定される。 

このため、発災後、直ちに推計業務を専門業者に委託するとともに、委託業務による推計結果が

出るまでの間は、消防局等において撮影した被災写真等を基に推定した被災エリアを地図上に落

とし込むことにより堆積面積を推定し、被災現場で測定した堆積厚さを乗じて、暫定的に堆積量を

推計する。 

その後、実際の処理状況を考慮しつつ、仮置場での測量等を実施し、適宜、推計量の見直しを行

う。なお、土砂・岩石の容積から重量への換算係数は、１.８ｔ/ｍ3とする。 

 

 

 

※ 「堆積土砂排除事業（国土交通省所管）及び災害等廃棄物処理事業（環境省所管）が連携する場合におい

ての国庫補助申請に当たっての留意事項（通知）」（平成 30年 9月 11日 事務連絡） 

建物被害による廃棄物発生量(ｔ)＝建物被害棟数（棟）×発生原単位（ｔ/棟） 

うち片付けごみの発生量（ｔ）＝床上浸水及び床下浸水建物から発生した廃棄物（ｔ）＋ 

半壊建物から発生した廃棄物（ｔ）×0.16 

廃棄物種類別発生量(ｔ)＝廃棄物発生量（ｔ）×廃棄物の種類別割合（％） 

土砂・岩石の発生量(ｔ)＝堆積面積（ｍ2）×堆積厚さ（ｍ）× 1.8（ｔ/ｍ3）※ 
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  ウ 流木の発生量 

市街地等に流入した流木については、「土石流・流木対策指針解説等」（平成３０年３月、林野庁）

を参考として、イで推計した土砂・岩石の堆積容量の約２％に相当する量を発生量として推計す

る。なお、流木の容積から重量への換算係数は、０.８ｔ/ｍ3とする。 

 

 

 

※ 「堆積土砂排除事業（国土交通省所管）及び災害等廃棄物処理事業（環境省所管）が連携する場合におい

ての国庫補助申請に当たっての留意事項（通知）」（平成 30年 9月 11日 事務連絡） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 風水害における災害廃棄物発生量の推計フロー 

 

 

３ 仮置場必要面積の算定方法 

仮置場必要面積は、次の式により推計する。 

なお、廃棄物の重量から容積への換算は、「本章第２節 被害の想定」における災害廃棄物発生量及

び仮置場必要面積の想定結果から算出した換算係数を用いて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

仮置場必要面積(ｍ2)＝災害廃棄物発生量（ｔ）÷換算係数※（ｔ/ｍ3）÷積み上げ高さ 5（ｍ）÷ 

保管面積割合 0.6 

 ※ 換算係数（t/ｍ3）：地震災害 0.8、土砂災害 1.6、水害 0.7 

建物被害による廃棄物発生量 

被害棟数 

発生原単位 

廃棄物発生量（ｔ） 

床上浸水 
床下浸水 
半壊（16%） 

全壊 
半壊（84%） 

土砂・岩石の発生量 

堆積面積 

堆積厚さ 

流木の発生量(ｔ)＝土砂・岩石の発生量（ｍ3）× 0.02× 0.8（ｔ/ｍ3）※ 

流木の発生量 
2%に相当 
する量 

土砂・岩石（ｔ） 

流 木（ｔ） 片付けごみ（ｔ） 撤去ごみ（ｔ） 

災害廃棄物発生量 
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４ 処理可能量の推計方法 

本市廃棄物処理施設における処理可能量については、発災時点での処理体制や被害状況等を考慮し

て推計する。 

推計方法としては、焼却施設については施設の年間処理能力から平時の年間焼却量を差し引いた余

力を災害廃棄物の年間処理可能量とし、最終処分場（玖谷埋立地）については、受入予定期間内に受入

れ予定の平時の埋立量を差し引いた余力を災害廃棄物の処理可能量として推計する。 

また、市域の民間処理施設の被害状況及び処理可能量についても調査し、本市域全体での災害廃棄物

処理可能量を把握する。 

 

５ 処理フロー 

災害廃棄物の処理方針や発生量、廃棄物処理施設の処理可能量等を踏まえ、廃棄物の種類ごとに、分

別、中間処理、最終処分・再資源化の方法とその量を一連の流れで示した処理フローを作成する。なお、

処理フローの作成に当たっての基本的な考え方は、次のとおりとする。 

 

 ⑴ 本市廃棄物処理施設に直接搬入するもの 

住民等により排出され本市が収集した片付けごみ及び避難所ごみについては、原則、本市の廃棄物

処理施設に直接搬入し、処分する。ただし、廃棄物処理施設に直接搬入できない混合廃棄物が生じた

場合には、破砕・選別等の中間処理を行う。 

 

 ⑵ 仮置場に搬入したもの 

・ 仮置場に搬入した撤去ごみや住民等により搬入された片付けごみのうち、仮置場における粗選

別のみで対応が可能なものについては、順次、選別し、それぞれの処分先へ搬出する。 

・ 仮置場における粗選別のみでは分別が困難な混合廃棄物が発生している場合には、その発生量

を推計（全体の何割程度であるか。）した上で、全量を民間施設で処理可能である場合には、民間

施設を活用し、破砕・選別等の中間処理を行う。 

 

 ⑶ 仮設の中間処理施設の設置又は広域処理 

民間施設での全量処理が困難であると判断した場合には、「本章第１節第５の５ 広域連携」（ｐ.

２３）の考え方の下、国・県と調整しながら、仮設の中間処理施設の設置や広域処理を検討する。 
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図 2-17想定される処理フロー 

 

 

本市廃棄物処理施設 

仮 置 場（一時保管、粗選別） 

 金属くず 
コンクリート 
がら等 

流 木 
柱角材 

 
廃家電 

 
 

再資源化 
適正処理 

再資源化 
 

再資源化 
 

焼却 

再資源化 
 

 
 

撤去ごみ 
（片付けごみ）※1 

中間処理施設 

(民間処理施設 

又は 

仮設処理施設) 

可燃物 不燃物 金属くず 
廃家電 
処理困難物 
有害廃棄物 

埋立て 焼 却 

仮置場での
粗選別のみ
では選別が
困難なもの 

し尿 

思い出の品 

洗浄 
保管 

思い出の品 

片付けごみ 
避難所ごみ 

焼 却 埋 立 て 再資源化 
 

 

 

 

可燃物、不燃物等（それぞれの施設の搬入基準に応じて搬入） 混合廃棄物 

廃家電、処理困難物 

有害廃棄物 
再資源化 
適正処理 

市有地等で 

仮置き 

被 災 地          撤去ごみ 

片付けごみ  

避難所ごみ  

し尿  

し尿等投入施設 
（西部水資源再生センター内※2） 

※2 安芸区及び東区の一部（福田・馬木・温品・
上温品）については、安芸衛生センター 

コンクリート 
がら等 

廃自動車等 

※1 仮置場への持込みを可とした
場合には、仮置場で受け入れる。 
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図 2-18 平成 30年 7月豪雨災害時の処理フロー（参考） 

 

 

 

 

 

 

　

二 次 仮 置 場 （仮置き、粗選別）

又は民間処理施設（破砕、選別）

被 災 現 場

中工場、南工場、安佐北工

場（焼却）

民間再資源化施設

民間土砂処分場

出島第３工区

市有地

（再資源化、埋立て）

玖谷埋立地（選別、破砕、埋立）

安佐南工場（破砕、焼却）

道
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及
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解
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等
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等
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土 砂

岩 石
流 木金属くず混合廃棄物

片
付
け
ご
み

０.

３
万
ｔ

広島市 廃棄物処 理施設

選別・破砕 埋立て

（家電リサイクル法対象４品目及び処理困難

物については、玖谷埋立地等に仮置き後、
専門業者に引き渡し、適正に処理する。）

民間再資源化施設

（再資源化）

土砂、岩石 ３５.１万ｔ 流木 ０.５万ｔ 家屋解体廃棄物 １.３万ｔ

片付けごみ ０.３万ｔ 選別残さ ３.１万ｔ

土 砂

岩 石
柱角材

コンクリートがら
アスファルトがら

可燃物

金属くず

家
屋
解
体

廃
棄
物

発生総量 ４０.３万ｔ（２２.２万ｍ3）

１８.８万ｔ（１１.８万ｍ3）

２１.２万ｔ（１０.４万ｍ3）

コンクリートがら
アスファルトがら

不燃物

焼却

埋立て

選別・破砕後

焼却

可燃物

焼却

埋立て

焼 却

廃プラス

チック類流 木
不燃物

選別残さ

民間処理施設

（破砕）

民間管理型

最終処分場

廃石綿

石綿含有

廃棄物

民間管理型

最終処分場
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６ 処理スケジュール 

次の被害状況等を踏まえ、適切な処理スケジュールを設定する。 

① 職員の被災状況、廃棄物処理に関係する民間事業者の被災状況 

② 片付けごみの排出状況 

③ 撤去等が必要な損壊家屋等の棟数 

④ 災害廃棄物の発生量 

⑤ 処理施設の被害状況等を考慮した処理可能量 など 

ただし、災害廃棄物の処理期間は、被災地における早期の復旧を図るためにも、最長でも３年以内の

処理完了を基本とする。このため、被災現場、一次仮置場、二次仮置場からの災害廃棄物の撤去を、そ

れぞれ１年以内、２年以内、３年以内に完了することを目指す。 
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７ 収集運搬、撤去 

 ⑴ 収集運搬及び撤去の基本的な流れ 

災害廃棄物の収集運搬及び撤去は、被災現場、仮置場、中間処理施設及び処分先の間で行うことに

なる。 

原則として、ごみ集積所等に排出された片付けごみ及び避難所ごみについては、本市が収集し、本

市廃棄物処理施設へ運搬する。 

建物の損壊等に伴い発生したがれき類等については、公益上重大な支障がある場合又は生活環境

保全上の支障がある場合には、本市が撤去し、仮置場へ搬入する。これらの撤去ごみや住民等により

持ち込まれた片付けごみなど、一次仮置場に仮置きされたものを集積する必要がある場合には、二次

仮置場へ運搬して集積するとともに、必要に応じて中間処理を行い、処分先へ搬入する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-19 収集運搬及び撤去の流れ 

 

 

 

 ⑵ 運搬ルートの確保 

発災直後の収集運搬及び撤去に際しては、道路の確保が重要である。地震による道路の陥没や津波

による舗装の破壊、散乱がれきによる通行障害、道路の浸水等を速やかに解消し、被災現場から廃棄

物処理施設又は一次仮置場までの運搬ルートを確保する必要がある。道路啓開状況を確認し、早期の

運搬ルート確保に努める。 

なお、「広島県緊急輸送道路ネットワーク計画」（平成２５年６月、広島県）では、耐震性が確保さ

れた緊急輸送道路が選定されている。災害時の初動対応は人命救助や避難者への支援物資の輸送等

が優先されることに留意する必要があるが、災害廃棄物処理においても緊急輸送道路を用いること

で、早期の運搬・処分が可能となる。 
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⑶ 収集運搬体制の構築 

住民等によりごみ集積場等に排出された片付けごみについては、次表のような事項を検討した上

で、平時の廃棄物収集体制を基本とした収集運搬体制を構築する。 

ただし、災害の規模等から勘案して、片付けごみの全量収集が困難であると想定される場合には、

住民等による持込み用の仮置場を設置する。持込み用の仮置場を設置した場合には、持込車両による

渋滞が想定されることから、渋滞の緩和策を検討するとともに、本市の収集運搬に支障をきたすこと

のないよう収集運搬ルートを選定する。 

なお、通常の生活ごみや避難所ごみについては、腐敗性のものが含まれることも考慮して、発災後

３～４日後には収集運搬を開始することを目標とする。 

収集車両や人員等が不足する場合には、支援協定を締結している民間事業者や他自治体等の協力

を要請し、速やかに体制を確保する。 

 

表 2-27 収集運搬体制の構築に当たっての検討事項 

項 目 検討事項 

優先的に回収する災

害廃棄物 
・ 有害廃棄物、危険物、腐敗性廃棄物を優先回収する。 

収集方法 ・ 排出場所を指定しての収集、仮置場への持込みなど、収集の方法を検討する。 

収集運搬ルート ・ 地域住民の生活環境への影響や交通渋滞の発生防止及び収集運搬時間など総

合的な観点から収集運搬ルートを決定する。 

・ 収集運搬車両からの落下物防止対策などを検討する。 

必要資機材（重機・

収集運搬車両など） 

・ 水分を含んだ畳等の重量のある廃棄物が発生する場合は、積込み・積降ろしのた

めの重機や平積みダンプ等を使用する。 

連絡体制・方法 ・ 収集運搬車両に無線等を設置するなどして、収集運搬車両間の連絡体制を確保

する。 

住民やボランティアへ

の周知 

・ 片付けごみは発災後の初期段階から排出されるため、可能な限り早期に、分別方

法や仮置場への持ち込み可否などを住民、ボランティアに周知する。 

・ 生活ごみの収集場所等について住民等に周知する。 

参考：「災害廃棄物対策指針 2-27」（平成 30年 3月、環境省） 

 

 ⑷ 仮置場への搬入 

建物の損壊等に伴い発生したがれき類など、撤去の必要がある災害廃棄物については、平時の処理

体制がないことから、民間事業者（建設業者や土木業者、産業廃棄物収集運搬業者等）に委託するな

どして撤去し、仮置場へ搬入する。 
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８ 仮置場 

 ⑴ 仮置場の設置 

発災後には、まず、道路啓開に伴い撤去した障害物の仮置きや集積を行うため、一次仮置場を速や

かに設置する。 

また、災害の規模等から勘案して、片付けごみの全量収集が困難であると想定される場合には、ま

ずは道路啓開により設置された仮置場内での受入れを開始するとともに、道路が啓開され次第、片付

けごみの持込み用の仮置場を設置する。 

その後、仮置場の必要面積の推計値を基に、災害廃棄物の撤去・収集や処理に伴い仮置場が不足す

ると考えられる場合には、撤去等を担当する部署（表２－１（ｐ.１４）参照）において、追加で一

次仮置場又は二次仮置場を設置する。 

仮置場の設置場所は、原則として、平時に選定した候補地から、実際の被災状況等を踏まえて選定

することとするが、市有地のみで確保が難しい場合には、県有地又は国有地を、さらに困難な場合に

は民有地を検討しつつ、施設管理者や周辺住民等との調整ができたものから設置する。 

なお、廃自動車等を保管する仮置場は、他の廃棄物が混入しないよう専用のものとする（「本節第

１の１０ 廃自動車等の撤去及び処理」（ｐ.６２）参照）。 

 

 

区 分 
初動期 

（発災から数日間） 

応急対応期〔前半〕 

（～３週間程度） 

応急対応期〔後半〕 

（～３か月程度） 

片付けごみの全量

収集が可能と想定

される場合 

   

片付けごみの全量

収集が困難と想定

される場合 

  

図 2-20 仮置場の設置フロー 

 

 

 

廃自動車専用の仮置場設置 

一次仮置場の追加設置 

片付けごみの収集・運搬 

道路啓開に伴う 

仮置場設置 片付けごみ受入れ 

片付けごみ用仮置場設置 

道路啓開に伴う 

仮置場設置 
（必要に応じて）片付けごみ受入れ 

片付けごみの収集・運搬 

二次仮置場の設置 
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 ⑵ 住民等による持込み 

仮置場（持込みを前提として選定した仮置場を除く。）の選定後、片付けごみの収集体制や排出状

況、道路状況等を踏まえて、住民等による持込みの可否を仮置場ごとに決定する。持込みを可とする

場合には、速やかに住民等への周知を行う。 

片付けごみの全量収集が困難であることから持込み用の仮置場を設置した場合には、住民等によ

る排出は、原則として仮置場への持込みとする。 

なお、大型車両と小型車両が混在することによる事故等の発生や渋滞による撤去・収集業務の遅延

を防止するため、本市が使用する仮置場と持込用の仮置場は別に設置することが望ましいが、それが

困難な場合には、事故等の防止や渋滞の緩和のための対策を実施する。 

 

持込みの可否を検討する上で留意すべき事項 

 

 

 

 

 

⑶ 仮置場の管理 

災害廃棄物は一般廃棄物に該当することから、仮置場における仮置きについては、廃棄物処理法施

行令第３条の規定を遵守しなければならない。 

仮置場を設置した担当課は、次の事項に留意して、仮置場を適正に管理する。 

  ア 一般廃棄物保管場所の掲示等 

・ 周囲に囲いを設けるとともに、見やすい箇所に一般廃棄物の積替えのための保管場所である

旨その他必要な事項を表示した掲示板を設ける。 

・ 積み上げられた一般廃棄物の高さが基準を超えないよう留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

  イ 環境対策 

・ 廃棄物の飛散・流出や悪臭、また廃棄物の仮置き場所の雨水等の浸透による土壌汚染や地下水

汚染等を防止するため、仮舗装の実施や鉄板・シート等の設置、散水の実施、飛散防止ネットや

囲いの設置、フレコンバッグでの保管など、必要な措置を講じる。 

・ 廃棄物の保管等による影響を把握できるようにするため，供用前の土壌を採取しておき、必要

に応じて土壌調査を行う。 

・ 害虫が発生しないよう、腐敗性廃棄物の優先処理や薬剤の散布などを行う。 

○ 廃棄物処理法施行規則第 1条の 6の第一号及び第二号の規定により計算した高さ 

○ 同条第三号の規定による高さ（廃自動車は囲いからの距離が３ｍ以内である場合は高さ３ｍまで、

その内側では高さ４.５ｍまで） 

○ 参考：可燃物は、火災防止の観点から高さ 5ｍまでとすることが環境省指針で推奨されている。 

① 本市の片付けごみの収集体制は万全か 

② 片付けごみの排出量は、ごみ集積所等からの収集運搬により対応できる範囲内か 

③ 道路の寸断等により、収集運搬車両の通行が妨げられる状況ではないか 

一般廃棄物の積上げ高さの基準 
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  ウ 火災対策 

・ 可燃性の廃棄物を高く積み上げた場合、微生物の働きによる内部での嫌気性発酵によりメタ

ンガスが発生し、火災が発生するおそれがあるため、可燃物や畳・布団、木くずなど可燃性の廃

棄物の積み上げ高さは５ｍ以内とする。 

・ 火災防止のため、堆積物の切り返しによる放熱や放熱管の設置などを実施するとともに、定期

的に温度監視や可燃性ガスの濃度の測定を行う。 

・ 万一火災が発生した場合に備え、延焼防止対策として可燃性の廃棄物と不燃性の廃棄物を交

互に配置するとともに、廃棄物間の間隔を２ｍ以上空けるなど、レイアウトに配慮する。 

・ また、初期消火のための消火栓、防火水槽、消火器を設置し、作業員に対する消火訓練を実施

する。 

 

エ 有害廃棄物及び危険物の取扱い 

・ 石綿含有廃棄物が搬入された場合には、「災害時における石綿飛散防止に係る取扱いマニュア

ル」（平成２９年９月、環境省）（以下「石綿取扱いマニュアル（環境省）」という。）に基づき、

飛散防止措置を行う。 

・ 石綿含有廃棄物、感染性廃棄物及びＰＣＢ廃棄物は、屋根のある屋内で保管するか、屋内の保

管場所が確保できない場合には、防水性のビニールシートで全体を覆うなど、直射日光を避け、

風雨にさらされず、廃棄物が飛散、流出、地下浸透、腐食しないよう必要な措置を講じる。また、

他の廃棄物などが混入することがないよう、仕切りを設ける等の必要な措置を講じるとともに、

それぞれの廃棄物の保管場所である旨を表示する。 

・ 廃石綿等については、無害化処理施設等の中間処理施設や最終処分場に直接搬入し、原則とし

て、仮置場には搬入しない。 

・ 損壊した太陽光発電設備や電気自動車等は感電の危険性があることから、取扱いに注意する。 

 

  オ 作業員の安全管理 

・ 作業は安全・衛生面に配慮した服装で行うとともに、防じんマスク、保護メガネ、安全靴等、

必要な保護具の着用を徹底し、労働環境面での安全対策を実施する。 

 

  カ その他留意事項 

① 記録の保持 

災害廃棄物の処理に係る一連の費用については、国の災害関連補助事業が活用できるが、申請

に当たっては詳細な記録が必要となるため、写真・日報等の記録を残しておく。 

② 不法投棄の防止 

仮置場に便乗ごみなどの不法投棄が行われないよう、搬入される廃棄物の発生場所や荷姿を

確認するとともに、監視体制を整える。 
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⑷ 仮置場での分別 

 ア 仮置場のレイアウト 

仮置場における分別の度合いは、その後の処理に大きく影響を及ぼすものであることから、次図

に示すレイアウト及び分別方法を基に、運営を行う。 

分別方法に関しては、廃棄物の種類ごとに表示板を設置し、廃棄物を分別した状態で並べて置く

とともに、出入口に受付員、仮置場内や周辺道路に誘導員を配置して案内や誘導等を行うことによ

り、混合廃棄物の発生を抑制する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 動線は、一方通行にする。 

・ 計量機を設置することが望ましい。 

・ 木くずなどの体積が大きいもの、発生量が多いものはあらかじめ面積を広めに確保しておく。 

・ 万一火災が発生した場合に備え、延焼防止対策として可燃性の廃棄物と不燃性の廃棄物を交互に配置すると

ともに、廃棄物間の間隔を２ｍ以上空ける。 

・ 不法投棄防止の観点から、家電４品目や処理困難物は出入口から見えない場所に保管する。 

  

図 2-21 仮置場のレイアウト例 
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津波堆積物 

繊維くず、紙くず、細かい木くず、

廃プラスチック類などの可燃物 

柱角材・はり・壁材など 

の廃木材 

かわら、レンガ、陶磁器、ガラ

ス、再生利用の難しい細かい

コンクリートくずなど 

ピアノ、マットレス、漁網、

船舶、石こうボードなど 

土砂崩れ等により流入

してきた流木 

木製家具などの廃木材 

被災家屋から排出され

た畳・布団 

テレビ、洗濯機・衣類

乾燥機、エアコン、冷

蔵庫・冷凍庫 

鉄骨や鉄筋、アルミ材など 
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以外の家電製品 
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医薬品類、農薬類などの有害廃

棄物、太陽光発電設備や蓄電

池、消火器、ガスボンベ、廃油な

どの危険物 

海底の土砂やヘドロが津波により

陸上に打ち上げられ堆積したも

のや陸上に存在していた農地土

壌等が津波に巻き込まれたもの 

複数種類の災害廃棄物が混合

状態となり、簡単な選別作業では

分別できないもの（土砂と廃棄物

が混ざったものを含む。） 

（車両動線） 

分別後土砂 

分別後の土砂 
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  イ 仮置場での粗選別 

仮置場に混合廃棄物の状態で搬入された災害廃棄物については、可能な限り、重機や手選別によ

る粗選別（破砕や高度な選別ではないもの）を行い、廃棄物の種類ごとに分別する。 

なお、図２－２２に粗選別に用いる機材の例を示しているが、機材の組み合わせ等の状況によっ

ては高度な選別に該当し、一般廃棄物処理施設の設置届及び騒音規制法等の公害関係法令に基づ

く設置届が必要となる場合があるため、選別機等による選別を行おうとする場合には、一般廃棄物

処理施設の設置の許可等を所掌している環境局工務課及び公害関係法令を所管している環境局環

境保全課と事前に協議する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-22 粗選別に用いる機材の例 

参考：「災害廃棄物対策指針 技術資料 1-13-1、1-16-1」（平成 26年 3月、環境省） 

 

 

 

回転式選別機 

回転により上下に攪拌されることで選別する装置 

振動式選別機 

ふるいを振動モーターで自動的に振動させ

て、連続ふるい分けする装置 

スケルトン 

バックホウやショベルカーなどのアームの先端に

取り付けるアタッチメントで、マス目状になった底板

部で選別等を行う。 

フォーク 

バックホウやショベルカーなどのアームの先端に取り

付けるアタッチメントで、物をつかむ。 
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 ⑸ 仮置場の情報管理 

仮置場の情報管理は、環境局環境政策課において一括して行う。同課は、随時、仮置場状況につい

て把握するとともに、関係部署へ情報提供し、情報を共有する。 

 

⑹ 仮置場の返却等 

住宅地の近辺に設置された一次仮置場など、周辺住民の生活環境に影響を及ぼすおそれのあるも

のについては、仮置きした廃棄物の搬出や二次仮置場への集積などにより、可能な限り早期に使用を

終了する。 

また、使用を終了した仮置場の返却に当たっては、土地管理者と協議した上で、必要に応じて土壌

分析等を行い土地の安全性を確認するとともに、表土のはぎ取り等を行い原状復旧に努める。 

 

９ 環境対策、モニタリング 

労働災害や周辺環境への影響を防ぐため、損壊家屋の撤去等の現場や仮置場内又は近傍において、当

該状況を勘案しながら必要に応じて大気質、騒音・振動、土壌、水質等の環境モニタリングを行う。モ

ニタリングの地点や項目、頻度については、発災後、被災状況に応じて決定する。 

特に、石綿については、石綿取扱いマニュアル（環境省）を参考として、発災後、可能な限り早い段

階で一般大気中の測定を行うことが重要である。 

なお、環境モニタリングの結果、周辺環境等への影響が大きいと考えられる場合には、適切な対策を

実施することにより、環境への影響を最小限に抑える。 

 

表 2-28 災害廃棄物処理における環境影響と対応例 

影響項目 環境影響 対策例 

大気 ・ 解体・撤去、仮置場作業における粉じ

んの飛散 

・ 石綿含有廃棄物（建材等）の保管・処

理による飛散 

・ 災害廃棄物保管による有害ガス、可

燃性ガスの発生 

・ 定期的な散水の実施 

・ 保管、選別、処理装置への屋根の設置 

・ 周囲への飛散防止ネットの設置 

・ フレコンバッグへの保管 

・ 搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生抑制 

・ 運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 

・ 収集時分別や目視による石綿分別の徹底 

・ 作業環境、敷地境界での石綿の測定監視 

・ 仮置場の積み上げ高さ制限、危険物分別による

可燃性ガス発生や火災発生の抑制 

騒音・振動 ・ 撤去・解体等処理作業に伴う騒音・振

動 

・ 仮置場への搬入、搬出車両の通行に

よる騒音・振動 

・ 低騒音・低振動の機械、重機の使用 

・ 処理装置の周囲等に防音シートを設置 

土壌等 ・ 災害廃棄物から周辺土壌への有害物

質等の漏出 

・ 敷地内に遮水シートを敷設 

・ ＰＣＢ等の有害廃棄物の分別保管 

臭気 ・ 災害廃棄物からの悪臭 ・ 腐敗性廃棄物の優先的な処理 

・ 消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シートによる被

覆等 

水質 ・ 災害廃棄物に含まれる有害物質の降

雨等による公共用水域への流出 

・ 敷地内に遮水シートを敷設 

・ 敷地内で発生する排水、雨水の処理 

・ 水たまりを埋めて腐敗防止 

参考：「災害廃棄物対策指針 技術資料 1-14-7」（平成 26年 3月、環境省） 
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１０ 廃自動車等の撤去及び処理 

⑴ 撤去及び処理の流れ 

廃自動車等は、所有者が引取業者に引き渡すなどして処理することが原則であるが、所有者に当該

車両・船舶に係る権利放棄の意向があり、かつ、必要物資の輸送や避難・救出活動等に支障があるも

のや、生活環境保全上の支障があるものなど、市による撤去等を行う必要があると判断した場合に

は、本市において撤去及び引取業者への引渡し等を行う。 

廃自動車は、損壊が著しいものや車両番号等が不明なものも含めて、「使用済自動車の再資源化等

に関する法律」（平成１４年法律第８７号）（以下「自動車リサイクル法」という。）に基づき処理す

る。また、廃二輪車は（公財）自動車リサイクル促進センターの二輪車リサイクルシステムを、廃船

舶は（一社）日本マリン事業協会のＦＲＰ船リサイクルシステムをそれぞれ利用できる場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 2-23 廃自動車等の処理フロー 

 

 ⑵ 処理手順 

ア 現地調査 

・ 廃自動車等がどこにどのような状態であるか、宅地に堆積した撤去ごみの撤去を担当する部

署（表２－１（ｐ.１４）参照）において現地調査を行い、発生状況を確認する。廃自動車等は

有価物となる場合が多いことから、盗難防止の観点からも調査は可能な限り速やかに行う。 

・ 撤去・移動が必要な車両・船舶に対しては、「一定期間後に仮置場に移動すること」、「処理方

法の意思表示のお願い」、「仮置場移動後の本市の連絡先」等を記した貼紙を貼付する。 

 

イ 撤去・移動 

・ 撤去・移動の必要がある場合には、「撤去車両・船舶」、「撤去日時」及び「撤去場所」を記録

した上で、フォークリフト、トラック、ユニック車、レッカー車、クレーン車等により撤去し、

仮置場まで移動する。 

・ 必要に応じて、自衛隊（道路啓開時）、警察（遺体発見時）と連携して対応する。 

・ 冠水歴がある車両・船舶は、内部に水が浸入している可能性があるため、エンジンをかけない。 
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・ 電気系統のショートを防ぐためにバッテリーのマイナス端子を外し、外したターミナルがバ

ッテリーと接触しないよう配慮する。 

・ 廃油、廃液が漏出している車両・船舶は、専門業者に依頼して廃油・廃液を抜き取る。 

・ 電気自動車やハイブリッド車など高電圧の蓄電池を搭載した車両を取扱う場合には、感電の

おそれがあることから、絶縁防具や保護具を着用し、十分に安全性に配慮して作業を行う。 

 

ウ 保管 

・ 仮置場への搬入時には、「搬入日」、「車両・船舶番号」、「車体番号」、「車種区分（普通車、軽

自動車など）」、「車種・船種、色」等を記録する。 

・ 他の廃棄物が混入しない場所に保管するとともに、車台番号等の情報が判別できるものとで

きないものとに区分する。 

・ 保管の高さは、屋外においては、囲いからの距離が３ｍ以内である場合には高さ３ｍまで、そ

の内側では高さ４.５ｍまでとする（ただし、構造耐力上安全なラックを設けて保管し、適切積

み下ろしができる場合を除く。）。なお、スペースが許す限り、平置きを基本とする（大型車両は

原則として平置きとする。）。 

・ 廃自動車等は有価物となる場合が多いことから、夜間の入口の閉鎖や定期的なパトロールの

実施など、盗難防止のための対策を行う。 

・ 鉛蓄電池は、火災発生の原因となるため取り除く。また、冷却液やオイル、ガソリンなどの液

漏れがないか、定期的に点検を行う。 

 

エ 所有者の照会及び意思確認 

・ 車両・船舶番号や車検証等を基に、それぞれの照会先へ所有者情報について照会する。 

・ 受領した情報を基に、所有者（又は使用者を通じて所有者）へ連絡し、当該車両・船舶の処分

に係る意思確認（引取り、権利放棄）を行う。なお、車両・船舶の内部に有価物等がある可能性

もあるため、車両・船舶と内部の物品それぞれについて、所有者の引取り意思を確認する。 

・ 所有者に引取りの意思がある場合には、当該車両・船舶を引き渡す。 

・ 所有者に権利放棄の意向がある場合には、一切の権限を本市に委任する旨を記載した委任状

を提出してもらう。なお、廃自動車の場合、運輸局で行う解体を事由とする永久抹消手続きにつ

いては、所有者において行うことを原則とする。 

 

表 2-29 所有者の照会先 

車両・船舶の種類 照会先 

登録自動車 国土交通省中国運輸局広島運輸支局 

軽自動車 軽自動車検査協会 広島市財政局中央市税

事務所（広島市登録分） 軽二輪車（排気量 125～250ｃｃ） 広島県軽自動車協会 

原動機付自転車（排気量 50～125ｃｃ） 広島市財政局中央市税事務所 

漁 船 広島県農林水産局水産課 

漁船以外 
大型船舶（20ｔ以上） 国土交通省中国運輸局海上安全環境部 

小型船舶（20ｔ未満） 日本船舶検査機構 
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オ 公示 

・ 仮置場に搬入された廃自動車等の所有者又は使用者が不明の場合、または所有者又は使用者

が判明していても連絡がとれない場合には、災害対策基本法第６４条第３項の規定により、「当

該車両等の名称又は種類、形状及び数量」、「所在した場所及び撤去日時」、「保管開始日及び保管

場所」、「その他必要と認められる事項」について公示する（災害対策基本法施行令第２５条）。 

・ 公示期間及び公示方法については、保管を始めた日から起算して１４日間掲示し、それ以降

は、公示の要旨を公報又は新聞紙に掲載する。また、保管車両等のリストを備え付け、いつでも

関係者が自由に閲覧できるようにする（同法施行令第２６条）。 

 

カ 番号不明車両への対応 

・ 車体番号等が不明な廃自動車については、リサイクル料金の預託確認ができないため、（公財）

自動車リサイクル促進センターに「番号不明被災自動車台数届出書」を提出し、リサイクル料金

を預託済とするための処理を依頼する。 

 

キ 引取業者への引渡し等 

・ 公示の日から起算して６か月を経過してもなお所有者に廃自動車等を返還することができな

い場合には、当該車両等の所有権は本市に帰属する（災害対策基本法第６４条第６項）。 

・ 番号不明車両も含めて、所有権が本市に帰属した全ての廃自動車は、自動車リサイクル法に基

づき引取業者に引き渡す。 

・ 所有権が本市に帰属したもののうち、廃二輪車については（公財）自動車リサイクル促進セン

ターに、廃船舶については（一社）日本マリン事業協会にそれぞれ引取りの可否を確認し、引取

りが可能な場合には、指定引取場所への持込みを行う。引取りが困難な場合には、金属くず等と

して適正に処理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-24 引渡し後の処理フロー 

参考：「災害廃棄物対策指針 技術資料 1-20-8、1-20-9、1-20-10」（平成 26年 3月、環境省） 

 

 

引取業者 フロン回収業者 破砕業者 解体業者 

自動車製造業者・輸入業者 指定再資源化機関 

フロン類 エアバック類 シュレッダーダスト （自動車販売業者、 
解体業者） 

引取業者（指定引渡場所） 処理再資源化施設 

（指定引取窓口、排気二輪車取扱店） （手解体、選別、破砕） 

○ 二輪車、船舶のリサイクルルート 

○ 自動車リサイクル法ルート 

二輪車 

船 舶 引取業者（指定引渡場所） 処理再資源化施設 

（指定引取窓口、登録販売店） （ＦＲＰ破材の粉砕） 
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１１ 損壊家屋等の解体・撤去 

被害の大きな損壊家屋等については、撤去等（撤去及び必要に応じて解体）が必要となる場合があ

る。損壊家屋等の解体を行う場合は、石綿含有建材の使用の有無に関する事前調査を実施する。 

損壊家屋の撤去等は、原則、発災から１年以内に完了することを目標とする。 

 

⑴ 解体・撤去を行う主体 

損壊家屋等の撤去等については、原則として所有者が実施する。 

ただし、災害時における必要物資の輸送や避難・救出活動等に支障があるものや、生活環境保全上

の支障があるものなど、市による撤去等を行う必要があると判断した場合には、国の補助事業を活用

し、公費による撤去等を行う。 

なお、平成２６年８月豪雨の際には全壊及び大規模半壊の家屋等を対象としており、平成３０年７

月豪雨の際には、半壊の家屋等までを対象とした。 

また、平成３０年７月豪雨の際には、所有者自らが実施した損壊家屋等の撤去等に対して、費用の

償還を行った。 

 

災害等廃棄物処理事業の補助対象となり得る損壊家屋等の範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 事務手順 

公費による撤去等を実施する場合は、建物所有者の意思確認を前提とし、所有者からの申請窓口を

設置する。合わせて、撤去等の業務発注等の作業を進める。事務手順の概要は、次のとおり。 

 

ア 実施方針の決定 

・ 公費による撤去等の実施方針を決定する。 

・ 被災建築物応急危険度判定士により倒壊や落下物の危険性等があると判定された損壊家屋等

については、二次被害の防止のため、優先的に撤去等を行う。 

 

イ 対象家屋等の把握 

・ 対象とする損壊家屋等の撤去等に関する申請窓口を設置し、住民等に広報する。 

・ 所有者からの申請受付（又は電話連絡による確認等）を行い、撤去等を行う対象家屋等を把握

する。 

・ 倒壊の危険度や効率的な重機の移動を実現できる順番などを勘案し、撤去等の優先順位を検

討する。 

○ 損壊家屋等の種類 ： 個人住宅、分譲マンション、「中小企業基本法」（昭和 38 年法律第 154 号）第 2

条に規定する中小企業者が所有する賃貸マンション及び事業所が対象となる。 

○ 損壊家屋等の被害種別 ： 全壊家屋等に限る（半壊家屋等の解体は、原則として補助対象外であるが、

平成 30 年 7月豪雨災害など、災害の規模等によっては補助対象とされた事例もある。）。 

○ 対象業務 ： 市町村が行う解体、収集・運搬及び処分 
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ウ 事前立会い及びアスベスト調査の実施 

・ 現場において、所有者、施工業者、本市による立会いの下、撤去等の範囲の確認を行うととも

石綿露出状況等の調査を行う。 

・ 調査の結果、石綿の露出等が確認された場合には、石綿取扱いマニュアル（環境省）に基づき、

飛散・ばく露防止の応急措置を行う。 

・ 電力引込線、通信引込線については、撤去等の施工までに、所有者から各事業者に連絡し、取

り外してもらうよう依頼する。 

・ また、損壊家屋等の中に家具・家財道具、貴重品、思い出の品等がある場合は、撤去等の施工

までに、所有者に回収してもらう。 

 

エ 撤去等の施工の実施 

・ 撤去等の着手に当たっては、事前に、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１

２年法律第１０４号）及び大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）等に基づく届出を行うと

ともに、所有者に施工日を連絡する。 

・ 施工には、原則として、所有者の立会いを依頼し、撤去等の範囲等の最終確認を行う。 

・ 施工中に石綿の使用が確認された場合は、大気汚染防止法及び石綿障害予防規則（平成１７年

厚生労働省令第２１号）等に基づき、必要な手続を行った上で除去作業を実施する。石綿の除去

や除去後の廃石綿等の収集・運搬に当たっては、石綿取扱いマニュアル（環境省）を参照して安

全の確保及び環境保全対策を行う。 

・ 廃石こうボードについては、フレキシブルコンテナバッグなどの容器に入れて保管する。 

・ 施工が完了した段階で、施工業者から報告を受け、所有者、施工業者、本市による現地立会を

行い、履行を確認する。履行確認の際には、写真撮影を行い記録する。 

 

オ 法務局滅失登記 

・ 施工後、撤去等を実施した損壊家屋等のリスト及び図面を法務局に送付する。 

・ 法務局により、撤去等の確認及び滅失登記が行われ、法務局から滅失した損壊家屋等のリスト

が送付される。 

 

 ⑶ 留意事項 

ア 分別の徹底 

・ 可能な限り、撤去等の施工段階から分別する。解体を行う場合には、分別解体を行うこととし、

その後の分別が容易に行えるようにする。分別解体や撤去は時間とコストを要するが、混合廃棄

物の発生量を減らすことで、再資源化・中間処理・最終処分のトータルコストを低減できる。 

 

イ 石綿対策 

・ 石綿含有建材の使用状況については、事前に調査を行った上で、調査結果を関係者へ周知し、

他の廃棄物への混入を防ぐ。 

・ 石綿の取扱い等については、石綿取扱いマニュアル（環境省）を参照し、安全の確保及び環境

保全対策を行う。 
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  ウ 危険物の取扱い 

・ 太陽光発電設備や家庭用、業務用の蓄電池等については、感電のおそれがあるため、取扱いに

注意し、専門業者へ撤去及び処理を依頼する。 

・ 灯油やＬＰガスボンベなどの危険物にも注意する。 

図 2-25 平成 28年熊本地震における家屋解体事務フロー 

参考：熊本市提供資料 
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１２ 有害廃棄物及び危険物の対策 

 ⑴ 有害物質及び危険物の漏えい等に係る調査と対策 

有害物質や危険物が漏えい等により災害廃棄物に混入すると、災害廃棄物の処理に支障を来たす

こととなる。 

このため、発災後速やかに、関係法令による届出等を元に、各担当課において有害物質や危険物に

係る事業所等の被害状況及び流失等の有無について確認する。 

流失等した場合は、「広島市危機管理計画」に基づく「事件・事故等対応マニュアル」に沿って対

応し、生じた廃棄物は性状に応じて適正に処理する。 

なお、特に事業所数の多い燃料小売業（ガソリンスタンド等）の調査に当たっては，「油汚染対策

ガイドライン」（平成１８年３月、中央環境審議会土壌農薬部会土壌汚染技術基準等専門委員会）等

を参考に対応する。 

また、有害物質や危険物を取り扱う事業所が再稼働する場合は、周辺環境への影響防止が図られて

いるか状況を確認し、必要に応じて指導する。 

 

 ⑵ 有害廃棄物及び危険物の処理 

災害廃棄物となった有害廃棄物及び危険物については、取扱いに十分注意し、平時の処理ルートを

基本として適正に処理する。 

なお、災害廃棄物は一般廃棄物に該当することから、一般廃棄物処理施設で処分する必要があるこ

とに留意する（廃棄物処理法第１５条の２の５の規定により産業廃棄物処理施設を活用できる場合

がある。（「本章第１節第８ 制度の活用」（ｐ.３０）参照））。 

また、本市以外の市町村の区域内にある施設に搬入を行う場合には、当該市町村と事前に協議を行

うとともに、廃棄物処理法施行令第４条の規定に基づく通知をあらかじめ行う必要がある。 

仮置場への搬入に当たっては、周辺環境に影響を及ぼさないよう、適切に飛散・漏えい防止策を講

じるとともに、災害廃棄物が混合状態になっている場合は、有害廃棄物や危険物が含まれている可能

性も考慮し、作業員は適切な服装やマスクの着用、散水などによる防じん対策の実施など、労働環境

安全対策を徹底する。 

 

表 2-30 有害廃棄物及び危険物の処理方法及び留意事項等 

廃棄物の種類 処理方法、留意事項等 

有

害

廃

棄

物 

石綿含有廃棄

物 

・ 損壊家屋等の解体を行う場合は、石綿含有建材の使用の有無に関する事前調査を

実施する。また、仮置場で石綿を含むおそれがあるものが見つかった場合は、分析を行

い確認するが、石綿を含むものとみなして飛散防止措置を行う。 

・ 廃石綿等又は石綿含有廃棄物が確認された場合は、他の廃棄物に混入しないよう適

切に除去を行い、プラスチックバックやフレキシブルコンテナバッグにより二重梱包や固

形化による飛散防止措置を行った上で、管理型最終処分場で埋立処分又は溶融によ

る無害化処理を行う。 

・ 廃石綿等は、原則として仮置場に持ち込まず、可能な限り直接処分場へ搬入する。 

・ 損壊家屋等の撤去等及び仮置場における選別作業等を行う際には、石綿暴露防止の

ために適切なマスク等を着用し、散水等を適宜行う。 
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廃棄物の種類 処理方法、留意事項等 

有

害

廃

棄

物 

ＰＣＢ ・ 関係法令やＰＣＢ廃棄物処理計画等の内容を踏まえて処理する。 

・ 基本的には平時と同様に、排出者がＰＣＢ保管事業者へ引き渡すこととするが、応急

的な対応が必要な場合には、本市による回収及び引渡しを検討する。 

・ ＰＣＢを使用・保管している損壊家屋等の撤去等を行う場合や作業中にＰＣＢ機器類を

発見した場合は、他の廃棄物に混入しないよう分別して保管する。なお、ＰＣＢ含有の

有無の判断がつかないトランス・コンデンサ等の機器は、ＰＣＢ廃棄物とみなして分別す

る。 

・ 高濃度のものは中間貯蔵・環境安全事業㈱(ＪＥＳＣＯ)へ，低濃度のものは環境省の認

定施設へ処理を委託する。 

感染性廃棄物 ・ 避難所等から発生した感染性廃棄物は、特別管理産業廃棄物として適切に保管、運

搬及び処理する。 

フロン類 ・ フロンガス回収業者へ回収等を依頼する。 

・ 腐食等が進んでいるものは残ガス処理、くず化等の処理を行う。 

ＣＣＡ・テトラク

ロロエチレン等 

・ ＣＣＡ（クロム、銅及びひ素化合物系木材防腐剤）を使用したものについては、焼却又は

管理型最終処分場において埋立処分する。 

・ 最終処分に関する基準を越えたテトラクロロエチレン等を含む汚泥については、原則と

して焼却処理を行う。 

・ その他の有機溶剤等については、販売店やメーカー等へ処理を委託する。 

農薬類 ・ ＪＡや農薬等の販売店やメーカーへ回収や処理を依頼する。 

危

険

物 

太陽光発電設

備 

・ 太陽光発電設備の撤去に当たっては、日照時は発電により感電のおそれがあるため、

取扱いに注意する。また、夜間や日没後の日照のない時間帯であっても、同様な注意

が必要である。 

・ 太陽光発電設備は浸水・破損した場合も光を受ければ発電することが可能であり、接

触・接近すると感電のおそれがある。また、有害物質が流出するおそれもあるため、浸

水・破損した太陽光発電設備にはむやみに近づかず、施工業者、メーカー等、適切な

取扱いができる者に対処を依頼する。 

・ 作業に当たっては、乾いた軍手やゴム手袋、ゴム長靴を着用し、絶縁処理された工具

を使用する。 

・ 電気工事士やメーカーなどの専門家の指示を受ける。 

蓄電池 ・ 感電に注意して、乾いた軍手やゴム手袋、ゴム長靴を着用し、絶縁処理された工具を

使用する。 

・ 電気工事士やメーカーなどの専門家の指示を受ける。 

消火器 ・ （一社）日本消火器工業会等に連絡して回収や処理等を依頼する。 

ボンベ 

（LP ガス，高

圧ガス等） 

・ 高圧ガスボンベは高圧ガス保安協会等へ回収等を依頼する。 

・ LPガスは（一社）全国 LP ガス協会等へ回収等を依頼する。 

廃油 ・ 焼却又は燃料等への再資源化を行う。 

・ 引火性のものについては、火災が発生しないよう取扱いに注意する。 
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１３ 選別、処理、再資源化 

 ⑴ 廃棄物種類ごとの処分方法等 

災害廃棄物は、種類ごとに選別し、可能な限り再資源化に努めるものとする。 

再資源化できないものについても、それぞれの処分先の搬入基準等に適合するよう、必要に応じて

選別等を行い、適正に処分する。 

なお、災害廃棄物は一般廃棄物に該当することから、一般廃棄物処理施設で処分する必要があるこ

とに留意する（廃棄物処理法第１５条の２の５の規定により産業廃棄物処理施設を活用できる場合

がある。（「本章第１節第８ 制度の活用」（ｐ.３０）参照））。 

また、本市以外の市町村の区域内にある施設に搬入を行う場合には、当該市町村と事前に協議を行

うとともに、廃棄物処理法施行令第４条の規定に基づく通知をあらかじめ行う必要がある。 

 

表 2-31 廃棄物種類ごとの処分方法・留意事項 

廃棄物の種類 処分方法、留意事項 

可燃物 ■処分方法： 焼却 など 

■留意事項 

・ 保管の際には、自然発火しやすいことを念頭に置き、十分な保管スペースを確保するとと

もに火災防止対策を講じる。 

・ 季節によっては腐敗しやすいため、長期間の保管を避ける。 

腐敗性廃棄物 ■処分方法： 焼却 など 

■留意事項 

・ 水産廃棄物や食品廃棄物などの腐敗性廃棄物は、冷凍保存されていないものから優先

して処理する。 

畳、布団 ■処分方法： 焼却、再資源化（セメント原燃料、バイオマス発電燃料） など 

■留意事項 

・ 前処理として、せん断が必要となる。 

・ 畳は自然発火による火災の原因となりやすいため、高く積み上げないよう注意する。また

腐敗による悪臭が発生するため、迅速に処理する。 

木くず 

(木製家具、柱角

材、流木など) 

■処分方法： 再資源化（木材利用、製紙原料、木材チップ、セメント原燃料、ボイラー燃

料、バイオマス発電燃料、RPF原料、堆肥）、焼却 など 

■留意事項 

・ 再資源化可能なものは、必要に応じて破砕処理を行った上で、再資源化施設へ引き渡

す。海水に長時間浸かった木材等については、除塩を行う。 

・ 細かい木くずや、付着した土砂等の除去が困難であり再資源化が困難なものについては

焼却を行う。 

コンクリートがら等 

 

■処分方法： 再資源化（路盤材、埋め戻し材、アスファルト原料） など 

■留意事項 

・ コンクリートがらとアスファルトがらは、それぞれの利用用途が必ずしも一致しないため、個

別に保管して処理する。 

・ 有筋と無筋のコンクリートがらは分けて保管し、有筋のコンクリートがらや破砕機に直接投

入できない大きさのものは、専用の重機で圧砕する。 

金属くず 

 

■処分方法： 再資源化（金属原料） など 

■留意事項 

・ 金属くずは、可能な限り分別し、金属原料（有価物）として再資源化する。 
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廃棄物の種類 処分方法、留意事項 

不燃物 

 

■処分方法： 埋立て など 

■留意事項 

・ 廃棄物処理法第 15条の 2の 5の規定の対象となる産業廃棄物処理施設には、安定型

最終処分場は含まれていないことに留意する。 

廃家電（４品目） ■処分方法： 再資源化（家電リサイクル法によるもの）、埋立て など 

■留意事項 

・ 再資源化可能なものは、家電リサイクル法による再資源化を行う。再資源化の可否につ

いては、(財)家電製品協会等に相談して判断する。 

・ 再資源化が見込めない場合、他の廃棄物と一括で処分するが、冷媒フロンやＰＣＢについ

ては抜き取って専門業者に処理を依頼する必要がある。また、冷凍庫等の内部に食品等

が残っている場合は取り除くとともに、可能であれば、洗濯機上部バランサー中の塩水抜

きをする。 

・ エアコンの熱交換器や洗濯機・乾燥機のステンレス槽は再資源化可能であるため、可能

な限り取り外して再資源化する。 

小型家電、その

他家電 

■処分方法： 再資源化（小型家電リサイクル法によるもの）、埋立て など 
■留意事項 
・ 再資源化可能なものは小型家電リサイクル法による、又はそれに準じた再資源化を行う。 
・ パソコンについては、再資源化の可否を（一社）パソコン３Ｒ推進協会に相談して判断し、
再資源化が見込める場合には同協会に引渡しを行う。なお、ＰＣリサイクルマークのないも
のを同協会に引き渡した場合に発生するリサイクル費用は市町村負担であるが、国庫補
助の対象となる。 

・ 再資源化が見込めない場合、他の廃棄物と一括で処分する。ただし、蛍光灯の安定器
やコンデンサの中にはＰＣＢ含有のものもあるため、再資源化不可能なものについては、破
砕して金属を回収後、焼却又は埋立処分する。 

・ 冬には、石油ストーブ等が多く発生することが想定されるため、火災防止の観点から、灯
油の抜き取りなどを行った上で保管・処分する。 

廃自動車等 ■処分方法：再資源化、金属原料 など 

■留意事項： 

・ 廃自動車の処分には、原則として、所有者等の意思確認が必要である。また、自動車リ

サイクル法に基づき、引取業者への引渡しを行う必要がある。 

・ 具体的な処分方法等については、「本節第 1 の 10 廃自動車等の撤去及び処理」

（ｐ.62）を参照する。 

処理困難物 

(ピアノ、マットレ

ス、漁網、金庫、

石こうボードなど) 

■処分方法： 専門業者への引渡し、焼却、埋立て など 

■留意事項 

・ 専門業者に引き渡すことで再資源化又は適正処理が行えるものについては、専門業者に

引き渡す。 

・ 専門業者へ引き渡すことが困難な場合には、焼却又は埋立処分を行う。 

・ 金庫については、盗難防止のため、施錠できる場所で保管する。また、所有者が特定で

きた場合には、所有者に引渡す。 

・ 廃棄物処理法第 15条の 2の 5の規定の対象となる産業廃棄物処理施設には、安定型

最終処分場は含まれていないため、石こうボードの処分の際には留意する。 

混合廃棄物 

 

■処分方法： 選別後、廃棄物の種類ごとに処理 

■留意事項 

・ 混合廃棄物は、可能な限り選別し、廃棄物の種類ごとに再資源化を行う。 

・ 再資源化が困難な場合にも、処分先の受入基準に適合するよう選別が必要となる。 

・ 有害物質等を含む可能性もあることから、取扱いに留意する。 

津波堆積物 

 

■処分方法： 再資源化（セメント原料）、焼却、埋立て など 

■留意事項 

・ 津波堆積物は、主成分である砂泥の他に、陸上に存在していた様々なものを巻き込んで

いる。有機物や泥状物を含む場合には、腐敗による臭気や乾燥による粉じんが発生する

おそれがあるため、迅速に処分する。 
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廃棄物の種類 処分方法、留意事項 

土砂・岩石 ■処分方法： 再生、公共工事への流用（埋め戻し材、盛土材等）、埋立て など 

■留意事項 

・ 選別後の土砂・岩石については、廃棄物処理法上の廃棄物には該当しない。 

・ 再生施設や土砂処分場など、搬入先により求められる品質や粒径が異なる。 

・ 長期の仮置きにより土のう袋が劣化して袋の繊維が土砂に混ざり込むことで、土砂の選別

が困難となる場合がある（手選別や風力選別などによる選別が考えられる）。 

 

１４ 最終処分 

発生した災害廃棄物のうち、再資源化や焼却処理ができないものについては、最終処分を行う。 

最終処分は、原則として、本市最終処分場において行うことを基本とするが、必要に応じて、民間の

最終処分場への搬入も検討する。 

 

１５ 仮設処理施設 

「本章第１節第５ 協力・支援体制」（ｐ.２１）の考え方に基づき、広域処理に係る検討を行った上

で、本市において仮設の処理施設を設置することが必要となった場合には、仮設処理施設を設置して処

分を行う。 

 

 ⑴ 施設の仕様の検討 

災害廃棄物の種類や発生量、既存施設での処理可能量、処理期間や必要経費等を考慮し、必要とな

る仮設処理施設の仕様を検討する。 

＜破砕・選別の必要性＞ 

○ 長尺物（柱角材やサッシ等）等、既存の処理施設において破砕することが困難な場合は、仮設

破砕機（移動式又は固定式）の設置を検討する。 

○ 災害廃棄物が混合状態になったものが大量に発生し、そのままでは処分先へ搬入できない性状

である場合には、機械選別及び手選別についても検討する。 

＜焼却の必要性＞ 

○ 焼却が必要と判断される場合には、処理能力や焼却炉の設置基数を検討する。 

 

⑵ 設置場所の検討 

施設の仕様と並行して、設置場所や施設配置についても検討する。 

車両の通行や災害廃棄物の処理に伴い、周辺地域における騒音や粉じん、振動等が発生するおそれ

があることを踏まえ、設置場所の地元との合意形成を行うとともに、周辺住民への影響を防止・低減

するよう配慮した施設配置を行う。 
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表 2-32 中間処理施設の必要面積の目安 

区 分 利用形態 必要面積 

破砕選別ゾーン 
災害廃棄物の破砕選別等の中間処理ヤード（平均

処理能力 620t/日と想定） 
1.0 ha 

管理ゾーン 管理棟，駐車場，倉庫等 0.4 ha 

受入ゾーン 処理前の災害廃棄物の受入ヤード 0.9 ha 

保管ゾーン 処理後の災害廃棄物の保管ヤード 0.6 ha 

外周ゾーン 外周道路（幅約 10m） 0.8 ha 

調整ゾーン 作業用道路等（全体の約 30%） 0.5 ha 

合  計 4.2 ha 

※ 必要面積は、東日本大震災において岩手県が設置・運営した 4 地区（久慈地区、宮古地区、山田地区、大槌

地区）の設置例を基に、ゾーン別の標準的な面積を設定 

 

参考：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-26 中間処理施設のゾーン区分と施設構成例 

参考：「広島県災害廃棄物処理計画」（平成 30年 3月、広島県） 
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図 2-27 平成２６年８月豪雨災害の際に設置した中間処理施設のレイアウト 

参考：「平成 26年 8月豪雨に伴う広島市災害廃棄物処理の記録」 

（平成 28年 3月、環境省中国四国地方環境事務所、広島市） 

 

 

⑶ 設置までの事務手続 

施設の仕様や設置場所が決定したら、生活環境影響調査、都市計画決定、工事発注作業、設置工事

等を進める。 

なお、非常災害時には、施設の設置に当たっての廃棄物処理法の特例が活用できる（「本章第１節

第８ 制度の活用」（ｐ.２９）を参照。）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-28 仮設中間処理施設（焼却施設）の設置フロー例 

参考：「災害廃棄物対策指針 2-42」（平成 30年 3月、環境省） 

 

生活環境影響調査 
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 ⑷ 管理・運営 

施設の設置後は、一般廃棄物処理施設の維持管理に係る廃棄物処理法の規定を遵守する。 

また、施設内に災害廃棄物を仮置きする場合には、「本節第１の８ 仮置場」（ｐ.５７）の管理方

法に準じるとともに、以下の点に留意して、管理・運営を適切に行う。 

ア 災害廃棄物の数量管理 

トラックスケールを設置し、災害廃棄物の搬入元、搬入者、搬入量を記録して重量管理を行うと

ともに、不法な便乗投棄等による廃棄物の混入防止を図る。 

トラックスケールの設置が困難な場合には、搬入車両の体積や比重から重量換算する方法等に

より数量管理を行う。 

 

  イ 焼却炉の管理 

・ 仮設焼却炉での焼却に当たっては、災害廃棄物の分別を徹底し、土砂等の不燃物・不適物を取

り除き、適正な燃焼状態を維持する。 

・ 土砂や水分の影響により、燃焼ガスの温度が８００℃以上を保つことが困難な場合は、助燃剤

として解体木くずや廃プラスチック類、又は重油等の投入を検討する。 

 

 ⑸ 施設の解体・撤去 

・ 解体・撤去作業を行う際には、作業員は適切な保護具を着用する。また、落下等の危険を伴う箇

所での作業も生じることから、安全管理を徹底する。 

・ 仮設焼却炉を解体・撤去する場合には、作業前、作業中及び作業後においてダイオキシン類等の

環境モニタリングを行った上で、ダイオキシン類や有害物質が飛散しないよう、周囲をカバーで覆

うなど必要な措置を講じた上で実施する。 

・ また、使用を終了した土地の返却に当たっては、土地管理者と協議した上で、必要に応じて土壌

分析等を行い土地の安全性を確認するとともに、表土のはぎ取りなど原状復旧に努める。 
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１６ 思い出の品等 

災害廃棄物の処理の過程において、遺失物（個人情報物件及び貴重品）や所有者にとって価値がある

と認められる思い出の品を発見した場合には、回収後洗浄して、必要な届出や保管・返却を行う。  

遺失物については、広島県警察本部と提出方法等について事前に協議した上で、遺失物法（平成１８

年法律第７３号）に基づき、所轄警察署会計課に届け出る。 

届出の際、本市が所有権の取得に係る権利を放棄しないものとして意思表示を行うことにより、届出

後３か月が経過するまでに警察署から所有者等に返却がされなかった遺失物については、個人情報物

件を除き、本市が所有権を取得することになる。 

警察署から返却されたもののうち、貴重品については、思い出の品とともにリスト化し、閲覧・引渡

しの機会（展示返却会など）を設ける。 

また、現金類については、大半が破損又は汚損しているため、日本銀行と協議して交換する。  

なお、歴史的遺産、文化財等については、市民局文化振興課などと連携を図りながら、他の災害廃棄

物と混在しないような措置を行い、保護・保全に努める。  

発災直後は回収量が大幅に増えることが想定されるため、早急に保管場所を確保するとともに、時間

の経過に伴う傷みやカビなどの発生を抑えるため、清潔な保管に心掛ける。 

 

表 2-33 思い出の品等の回収対象 

思い出の品 思い出の品 
写真、アルバム、卒業証書、賞状、成績表、位牌、手帳、PC、HDD、ビ

デオ、デジカメ、腕時計 等 

遺失物 

個人情報物件 携帯電話、保険証、免許証 等 

貴重品 財布、通帳、印鑑、株券、金券、商品券、古銭、現金、貴金属 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-29 思い出の品及び遺失物の取扱いフロー 
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第２ 避難所ごみ 

１ 避難所ごみ発生量の推計 

避難所ごみの発生量は、次の式により推計する。 

 

 

 

２ 避難所ごみの分別 

避難所ごみは、避難所の運営を行う本市が排出者となる事業ごみの扱いとなるため、平時の事業ごみ

の分別を基本として分別を行う。 

 

避難所ごみの分別方法（令和２年度以降） 

事業ごみ指定袋で排出するもの 

○ 可燃ごみ（生ごみ、再生できない紙くず、木くず、生ごみ等が付着したプラスチック類など） 

○ プラスチックごみ（包装ビニール、ポリ袋、ポリ容器など（生ごみ等が付着したものは可燃ごみ）） 

○ 不燃ごみ（傘や文具などプラスチックと金属の複合品） 

その他のもの（分別し、袋に入れるか紐等で縛って排出） 

○ ペットボトル 

○ びん・缶 

○ ダンボール、資源化できる紙類 
 

（備考） 

ダンボールベッドや弁当がら等、避難所で大量に発生する廃棄物については、区災害対策本部は、

民間の資源化ルートで処理するか、仕入れ先に返却するなどして対応する（大量に寄贈等を受ける場

合には、寄贈を受ける際に処分方法（返却可能か等）まで確認することが望ましい。）。 

 

 

３ 避難所ごみの収集運搬、処分 

⑴ 避難所ごみの収集運搬、処分 

避難所ごみは、仮置場に搬入せず、直接本市廃棄物処理施設に搬入することを原則とし、発災後の

都市機能の麻ひ状態などを勘案しても、発災後３～４日後（特に、夏季は早期の取組が必要）には収

集運搬・処分を開始することを目標とする。 

収集作業時は、ガスボンベなどによる発火事故に注意するとともに、廃棄物の腐敗に伴いハエなど

の害虫が発生している場合には、必要に応じて駆除活動を行う。 

 

 ⑵ 感染性廃棄物の処理 

避難所において、注射針（特に、個人管理のインシュリン注射針）や血が付着したガーゼなどの感

染性廃棄物が発生する状況が生じた場合には、その使用状況について、避難所を巡回する保健師等が

把握し、区災害対策本部に報告する。 

区災害対策本部は、必要に応じて安全保管のための専用容器を設置するとともに、感染性廃棄物の

収集運搬、処分の許可を有した産業廃棄物処理業者へ収集運搬及び処分を委託する。 

避難所ごみ発生量(ｇ/日)＝避難者数（人）×本市 1 人 1 日当たり家庭ごみ排出量実績（ｇ/日） 
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第３ し尿 

災害により発生したし尿については、次の事項等を踏まえ、収集運搬・処分について定めるし尿処理計

画を策定して対応する。 

 

１ 被害状況等の把握 

発災後、速やかに次の被害状況等を把握する。 

・ し尿処理施設等の被害状況や使用の可否、使用不能区域等 

・ 汲み取り便槽や浄化槽の被害状況 

・ 建物及び道路等の被害状況と通行不能区域等 

・ 上下水道の被害状況や使用の可否、使用不能区域等 

・ し尿収集運搬業者や浄化槽清掃業者の収集車両等の被害状況及び応援の可否 

・ 避難所の場所、避難者数、便所の有無等 

 

し尿処理施設等 

 

 

 

２ し尿発生量等の推計 

し尿発生量及び仮設トイレ必要基数は、次の式により推計する。 

 

 

 

 

 

 

３ 仮設トイレの設置及び管理 

避難所等に仮設トイレ設置の必要が生じた場合は、「災害時における仮設トイレの設置協力に関する

協定書」に基づき、レンタル業者に対して所要の仮設トイレの確保及び設置の協力を要請する。 

協定に基づく要請のみでは必要数を確保できない場合には、県や国等へ要請を行う（「本章第１節第

５ 協力・支援体制」（ｐ.２１）を参照）。要請に当たっては、仮設トイレの設置基数、設置場所及び

搬送経路等を的確に連絡する。 

なお、仮設トイレの設置後には、水洗用の水が必要となることに留意する。また、清掃等の衛生管理

は、原則として、自主防災組織等が中心となって行うものとする。 

 

避難所におけるし尿発生量（ℓ/日）＝避難者数（人）×1人 1日平均排出量 1.7(ℓ/人・日) 

仮設トイレ必要設置数（基）＝避難者数（人）×1人 1 日平均排出量 1.7(ℓ/人・日)×  

し尿収集間隔日数 3（日）÷仮設トイレの平均的容量 400（ℓ） 

西部水資源再生センター、安芸衛生センター、その他の下水処理場 
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携帯トイレ，簡易トイレ 

 

仮設トイレ 

 

 

マンホールトイレ 

 

 

 

図 2-30 仮設トイレ等の例 

参考：「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」（平成 28年 4月、内閣府） 

「マンホールトイレの整備・運用のためのガイドライン」（平成 28年 3月、国土交通省） 

 

４ し尿の収集運搬及び処理 

⑴ し尿の収集運搬 

避難所等から発生するし尿の収集運搬については、通常の非水洗化区域におけるし尿も含めた体

制を確保し、平時から委託している委託業者に要請する。収集運搬車両が不足する場合には、近隣市

町村や関係業者等に対しても要請を行う。 

仮設トイレのし尿の収集は、設置から２～３日中には開始する。 

汲み取り便槽に被害があった場合には、公衆衛生の確保の観点から、速やかに汲み取りを行う。ま

た、流入した土砂等の撤去が必要な世帯等に対しては、その対応を行う。 

 

 ⑵ し尿の処分 

避難所等から収集したし尿の処分は、安芸区及び東区福田・馬木・温品・上温品で発生したものに

ついては安芸地区衛生施設管理組合の安芸衛生センターに搬入し、それ以外の市域で発生したもの

については西部水資源再生センターし尿等投入施設に搬入し、処分を行う。 

これらの施設が被災した場合又は各施設の処理能力を超えたし尿が発生した場合には、公共下水

道終末処理場の処理能力の範囲内で下水道放流処分を行う。 

それでもなお処分が困難な場合には、まずは近隣市町等へ受入れの要請を行い、次に、支援協定に

基づく要請を行う。支援協定に基づく要請を行う場合には、より近郊からの支援を受けられるものを

優先する。 

 

 

 


